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開会宣言 

 

会議規則の規定により、第１１回の会議録の承認について諮る。 

 

（全員異議なし） 

 

会議録は承認された。 

まず、議案第１３号「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検

及び評価に関する報告書について」を上程する。 

 

― 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関す

る報告書について ― 

 
「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条第１項の規定

で、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について、点

検及び評価を行い、報告書を作成し、議会に提出することとされている。 

また、報告書の作成については、同条第２項の規定により、学識経験

者の知見の活用を図ることとされており、外部評価委員２人から、成果、

課題、今後の方向性について、意見、助言等を得た。 

本案はこの報告書を議会に提出するにあたり、教育長に対する事務委

任規則第２条第１２号の規定により、教育委員会の議決を求めるもので

ある。 

報告書に記載する教育委員会の権限に属する事務としては、教育基本

法第１７条第２項に基づく「本市における教育の振興のための施策に関

する基本的な計画」と位置付けている「ふるさと向日市創生計画」の教

育分野中心の主要１２施策４６事業となる。 
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内容については、教育委員会の活動状況や事業内容と外部評価委員の

意見等で、事務事業の評価や更に良いものとするための意見や要望が含

まれている。 

今後は、これらの意見等をもとに、事務事業に取り組んでいきたいと

考えている。 

 
【質疑等】 

 

 １５ページの課題で「児童生徒一人一人のアセスメントに基づいた支

援を進める」とあるが、誰がどのように関わってアセスメントをしてい

るのか。 

 

 各小中学校のその子に関わる教職員で、特別支援教育コーディネータ

ー、担任やスクールカウンセラーも含めて、保護者や医師から集めた情

報をもとに子どもへの指導の在り方を学校で協議している。 

 

３４ページの外部評価委員評価及び意見等に「ネット情報と本で得た

情報のメリットとデメリットを知る機会」という意見は興味深く、ぜひ

実施してほしい。例えば、ネットで調べた情報と図鑑で調べた情報を比

較する企画はおもしろいと考える。 
 

 昨年度事業へのこの評価を受け、今年の８月中旬から下旬にかけて

「ネットで見たけどこれってホント？」というタイトルでフェイクニュ

ースの本やネットに関する児童書などを３０冊ほど並べ、貸出をする事

業を行った。 
 
薬物の乱用は非常に深刻な問題であり、積極的に薬物乱用防止の取組

をしてほしい。 
 
京都府教育委員会では、学校教育の重点において薬物乱用防止を重点

戦略とされており、本市はそれを受けて、全小中学校で薬物について考

える機会を開催している。 
 
対象年齢はあるのか。 
 
小学校は５、６年生が対象である。中学校は学校によって違うが、全学

年が対象であったり、中学校３年生を中心に授業を実施したりしている。 
 
研究指定において、各学校で一定の成果が出ていると思うが、教員の異

動により算数の成績が落ちるとせっかくの研究が無駄になってしまう
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ので、どのように研究を継続していくかを検討し、より充実した研究を

してほしい。 
 
研究の中心となる教員を１人ではなく、複数の教員が研究に携わる体

制づくりを図り、研究の仕方を工夫している。 
 
以前、小学校で中学生の職場体験があったと思うが、今年はあるのか。 
 
小学校での職場体験がある時とない時がある。 
生徒の希望で体験場所を決めており、小学校の職場体験がなくなるこ

とがある。 
 
教職員の資質能力の向上において、指導者による若手教員へのパワハ

ラもあるので、退職教員と若手教員の良い関係を築かないと後継者が育

たないと考える。 
 
本市の若手教員研修は、管理職と相談して指導者を決めている。 
管理職が若手教員の研修状況を十分に把握し、指導者が良い関係を築

き、若手教員一人一人に応じた対応がされるよう心がけている。 
 
議案第１３号「教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評

価に関する報告書について」の採決を行う。 

 
（全員挙手） 

 

全員挙手により、議案第１３号は承認された。 

次に、委員会諸報告として「向日市議会令和元年第３回定例会一般質

問答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑について」報告願う。 
 
― 向日市議会令和元年第３回定例会一般質問答弁要旨及び総務文教

常任委員会質疑について ― 
 
（資料に沿って概要を説明） 

 

【質疑等】 
 
洋式トイレを求める女子児童が、混雑するという声を聞いているとあ

るが、中学生のことか。 
 
第３向陽小学校において、混雑が一部あったと聞いている。 
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 また、１人当たりの滞在時間が長かったり、トイレ改修工事で便器数

を減らしたりしたことにより、混雑が発生し、別棟のトイレを利用して

いるということも聞いている。 
 
京都府福祉まちづくり条例に基づき、多目的トイレを新設したという

ことは、補助金との関係があったのか。 
 
京都府福祉まちづくり条例と補助金は直接の関係はない。補助金の交

付を受けなくても条例を遵守している。 
 
トイレ整備に関する基準に沿って整備しなければいけないという条例

なのか。 
 
この条例は、新築や増築時を対象にしている。今回は改修工事になる

ので、この条例を準用して改修工事を行っている。 
 
（仮称）長岡宮内裏観光交流センターについて、責任者の主体がはっ

きりとしていない。例えば、そこにどの部署の市役所職員を派遣させる

のかどうか。 
また、「観光」と「交流センター」という言葉を組み合わせた時に、観

光を専門とする方が市役所にいるのか、あるいは、全て民間委託するの

かが明確にされてない。 
 
まず、観光交流センターの名称について、国土交通省の社会資本整備

総合交付金の項目名称であり、その交付金を受けているので、観光交流

センターという名称を使用している。 
旧上田家住宅において、長岡宮跡を解説する展示や食事などをとって

休憩できる施設として「観光」という名称を使用している。 
また、責任の所在は、先進地事例を参考にし、指定管理をするか、ある

いは教育委員会や市の直営化にするか、現在検討中である。 
 
小中学生だけではなく、保護者にもスマートフォンに関する認識が深

められる取組を行っていることは評価できる。 
 
情報教育の中でスマートフォンの安全性やネット依存を引き続き扱っ

ていきたいと考えている。 
 

前例踏襲ではなく、その時の状況を見ながら取り組む必要がある。 

 

要望に生徒や教職員を対象とした中学校給食のアンケート調査の実施
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とあるが、どういう方を対象にするのか。また、アンケートの内容はど

ういうものなのか。 

 

現在、検討中である。 
 
他市では、朝は教員が忙しいことや教員自身の生活スタイルを守るた

めに、教員が校門に立って挨拶をするのではなく、校長のみが校門に立

って挨拶しているところが多いと聞いた。 
本市では、現在もローテーション制なのか。 

 
毎日行っているのではなく、各小学校学期に１回程度、登校指導とし

て校門に教員が立つことが多い。その登校指導の当番をローテーション

することがある。 
 
教職員出退勤管理システムを導入したことにより、月１００時間を超

える人数が減っていることは良いことであるが、この体制を取ることで

隠れ残業の発生はしていないか。 
 
そのようなことがないように出退勤管理システムにきっちりと打刻す

るよう声かけをし、隠れ残業を防いでいるところである。 
 

 閉会宣言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

令和元年第１２回教育委員会 

 

                   

                                                令和元年１０月１日（火） 

午前１０時３０分から 

                                                向日市役所 第７会議室 

 

 

１ 開    会 

 

２ 会議録の承認について 

 

３ 議  案 

議案第１３号 教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関する 

       報告書について 

委員会諸報告 

・向日市議会令和元年第３回定例会一般質問答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑 

について 

 
４ 閉    会 

 



向日市教育委員会議案第１３号 

 

 

 

教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価に関する報告書につ

いて 

 

 

  上記のことについて、教育長に対する事務委任規則（昭和３１年教育委員会規則第

４号）第２条第１２号の規定により、教育委員会の議決を求める。 

 

 

 

      令和元年１０月１日提出 

 

 

 

                      向日市教育委員会 

                      教育長 永 野 憲 男  
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（平成３０年度事業） 
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Ⅰ はじめに  

  

 

１ 趣旨  

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条により、教育委

員会は、毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検

及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとと

もに、公表しなければならないとされております。  

また、点検及び評価を行うに当たり、教育に関し学識経験を有する者の

知見の活用を図るものとするとされております。  

このため、本市教育委員会では、効果的な教育行政の推進に資するとと

もに市民の皆様への説明責任を果たすため、事務事業の実績について取り

まとめ、成果や課題について検証しました。  

また、学識経験者である市教育委員会外部評価委員の方のご協力を得て、

様々な意見・助言等をいただきましたので、その結果を報告します。  

 

 

２  点検・評価の対象及び方法  

教育基本法第１７条第２項に基づく「本市における教育の振興のための

施策に関する基本的な計画」と位置づけている「ふるさと向日市創生計画」

で定める重点施策や取組事業を踏まえ、主要な１２施策４６事業を外部評

価対象事業とし、委員の方から施策ごとに様々な意見・助言等をいただき

ました。  

 

 

（１）点検・評価委員  

氏 名  役職等  

前坂 あや子  元高知県教育委員会事務局就職アドバイザー  

松宮 功  大阪国際大学短期大学部教授  

 

 

 

（２）点検・評価会議開催状況  

 第１回点検・評価会議（令和元年７月１９日開催）  

 第２回点検・評価会議（令和元年８月 ７日開催）  

第３回点検・評価会議（令和元年８月２１日開催）  

 

         



Ⅱ　教育委員会の活動状況（平成３０年度）

１　教育委員会構成員

役　職 氏　名 就　任　日   任 期 満 了 日

教育長 永野　憲男 平成27年7月1日 令和3年6月30日

教育長
職務代理者

白幡  節子 平成17年12月10日 令和3年12月9日

委　　員 松本　克彦 平成20年10月1日 令和2年9月30日

委　　員 流石　智子 平成27年10月1日 令和元年9月30日

委　　員 中野　緑 平成30年10月1日 令和4年9月30日

（１）教育長の異動

（２）委員の異動

　　月１日付けで教育長職務代理者に指名された。

　　　平成３０年１０月１日付けで中野委員が任命された。

　　　平成３０年６月３０日で永野教育長が任期満了となり、７月１日付けで再任された。

      平成３０年９月３０日で前田教育長職務代理者が任期満了となり、白幡委員が１０
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２　教育委員会の開催状況 １４回

回 開催日 時　間

平成30年
第6回

4月24日(火) 午後2時00分～
3時00分

第7回 5月21日(月)  午前10時00分～
11時00分

第8回 6月25日(月)  午前10時00分～
10時20分

第9回 7月2日(月)  午前10時30分～
12時30分

付議案件等

（議案第７号）
　向日市社会教育委員の委嘱について
（報告事項）
・平成３０年度主な取組事業について
　学校教育課（指導係）新規・拡充事業につい
　て
　指定事業について
　古代衣裳制作・展示・着用体験事業及び特別
　展について
　地区公民館施設環境整備事業について
　旧上田家住宅の活用について
・向日市中学校給食調理等業務委託公募型プロ
　ポーザルの結果について

（議案第８号）
　向日市議会平成３０年第２回定例会の議決を
　経るべき案件に対する意見について
（報告事項）
・中学校給食調理等業務委託業者の選定結果に
　ついて
・学校訪問について
・小学校外国語活動について
・年間入館者数について（図書館・文化資料
　館・文化財調査事務所・天文館）

（議案第９号）
　向日市教育委員会事務局組織規則の一部を改
　正する規則について
（議案第１０号）
　人事に関することについて

（報告事項）
・向日市議会平成３０年第２回定例会一般質問
　答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑につい
　て
・向日市いじめ防止基本方針の改定について
・向日市部活動指導方針（案）について
・平成３０年度留守家庭児童会夏季入会申込児
　童数について
・中央公民館「子ども　ふれあい講座」につい
　て
・天文館開館２５周年記念事業について

 3



回 開催日 時　間

第10回 8月20日(月)
午前10時00分～

11時38分

第11回 8月28日(火)
午前10時00分～

10時47分

第12回 9月25日(火)
午後4時00分～

5時20分

第13回 10月1日(月)
午前9時15分～

9時30分

第14回
11月19日(月) 午前9時30分～

10時28分

付議案件等

（議案第１１号）
　向日市いじめ防止基本方針について
（議案第１２号）
　向日市議会平成３０年第３回定例会の議決を
　経るべき案件に対する意見について
・向日市学校給食センター設置条例の制定につ
　いて
・平成３０年度一般会計補正予算案について
・平成２９年度一般会計歳入歳出決算案につい
　て
（報告事項）
・向日市部活動指導方針について
・中学校総合体育大会結果について
・向日市小学生夏休み作品展について
・向日市中学生美術展及び中学生書道展につい
　て
・向日市中学生弁論大会について

（議案第１５号）
　教育に関する事務の管理及び執行の状況の点
　検及び評価に関する報告書について
（報告事項）
・臨時代理について
・向日市議会平成３０年第３回定例会一般質問
　答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑につい
　て
・中学校給食実施に伴う保護者説明会の実施結
　果について

教育長職務代理者の指名について

（議案第１３号）
　平成３１年度に使用する小中学校教科用図書
　の採択について
（議案第１４号）
　平成３１年度に使用する学校教育法附則第９
　条に規定される教科用図書の採択について

（議案第１６号）
　向日市学校給食センター設置条例施行規則の
　制定について
（議案第１７号）
　向日市議会平成３０年第４回定例会の議決を
　経るべき案件に対する意見について
（議案第１８号）
　人事に関することについて
（報告事項）
・中学校給食開始スケジュールについて
・平成３０年度向日市管内における文化財の新
　指定等について
・史跡長岡宮跡復元体感具　ふわふわ！朝堂in
　について
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回 開催日 時　間

第15回 12月25日(火) 午前10時00分～
11時06分

平成31年
第1回

1月22日(火) 午後2時00分～
2時13分

第2回 2月8日(金) 午前10時00分～
11時30分

第3回 2月28日(木) 午前9時00分～
9時50分

第4回 3月26日(火) 午前10時00分～
11時43分

（議案第２号）
　平成３１年度向日市の教育について
（議案第３号）
　人事案件について

（議案第１号）
　向日市議会平成３１年第１回定例会の議決を
　経るべき案件に対する意見について
（報告事項）
・平成３１年度向日市の教育について
・平成３０年度第２回いじめ調査の概要につい
　て
・平成３０年度公民館学習発表会について

（報告事項）
・平成３１年度向日市の教育（指導の重点）の
　改定について

付議案件等

（議案第４号）
　向日市社会教育委員の委嘱について
（議案第５号）
　人事に関することについて
（報告事項）
・向日市議会平成３１年第１回定例会一般質問
　答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑につい
　て
・「児童虐待防止対策の抜本的強化について」
　等を踏まえた対応について

（報告事項）
・向日市議会平成３０年第４回定例会一般質問
　答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑につい
　て
・平成３１年度通学区域の弾力化制度について
・平成３０年度乙訓ふるさとふれあい駅伝大会
　結果について
・第１７回小中学生読書感想文コンクールにつ
　いて
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３ 教育委員会委員の主な活動 

（１）教育委員会関係行事への参加（教育長のみが出席したものを除く） 

   ・小中学校入学式・卒業式 

・小中学校訪問 

・小中学校体育大会 

・中学生弁論大会 

・小学生夏休み作品展  

・中学生美術展・書道展 

・小学校陸上運動交歓記録会 

・小中学校公開授業、研究発表会 

・中学生英語スピーチ大会 

・乙訓地方小学生駅伝大会 

・向日市学校給食センター竣工式 

・成人式 

・史跡長岡宮跡大極殿回廊地区保全整備事業竣工記念式典 

・京都府立向陽高等学校卒業式 

・京都府立向日が丘支援学校入学式・卒業式      

・京都西山高等学校入学式・卒業式 ほか 

 

  

 

（２）研修・協議会等 

・乙訓教育委員会連合会教育委員研修会 

・乙訓教育委員会連合会定期総会 

・京都府市町村教育委員会連合会定期総会・研修会 

・京都府内市町（組合）教育委員会研修会 

・乙訓地区小中学校使用教科用図書採択協議会 
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Ⅲ 事業評価シート（平成３０年度事業） 
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施策番号 １ 

施策名 学力の向上と個性を伸ばす教育の推進 

 

施策の目指す姿 

基礎的･基本的な知識･技能の確実な習得をはじめ、知識･技能を活用して課題を解決するた

めに必要な思考力･判断力･表現力等や主体的に学習に取り組む意欲･態度を統合した「質の高

い学力」を育成するため、指導方法･指導体制を工夫･改善し、個に応じた指導の充実に努め

る。 

施策の方向性 

① 学習指導の充実 

② 特別支援教育の充実 

③ キャリア教育の充実 

④ 現代的課題に対する関心を高め、理解を深める教育の充実 

⑤ 校種間連携の強化 

 

事業名 研究指定  施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○京都府教育委員会指定「学力向上システム開発校」・向日市教育委員会指定 

第２向陽小学校 

「数学的な見方・考え方を養う」 

 ～児童の「問い」が連続するみんなで学び合う学習サイクルを構築しなが

ら～         

（授業研究・学習環境の整備等） 

                研究発表 １１月 ９日 約１００人参加 

第６向陽小学校 

「ユニバーサルデザインの視点に立った教育」～６向小スタンダードの形成～ 

（授業研究・学習環境の整備等） 

公開授業  １月２５日  約６５人参加 

○京都府乙訓教育局指定「OASIS 校」・向日市教育委員会指定 

 第３向陽小学校 

「わかる！」「できる！」「つながる！」必然性のある学びの創造 

～「言語活動を重視した授業改善」・「基礎・基本の定着」・「学習に向か

う力、人間性の涵養」～  

（授業研究・学習環境の整備等） 

          公開授業  1 月３１日  約７０人参加 

 第４向陽小学校 

「ＩＣＴ機器を生かした指導の工夫とパフォーマンス評価の実践」 

～外国語活動の充実と学力向上～  

（授業研究・学習環境の整備等） 

          公開授業 １１月２６日  約７０人参加 

第５向陽小学校 

「主体的に深く学ぶ児童の育成」～文学的文章を読むことを通して～  
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（授業研究・学習環境の整備等） 

          公開授業 １０月３０日 約１００人参加 

 

西ノ岡中学校 

「より質の高い『深い学び』の追求～各教科の特質に応じた『見方・考え方』

を取り入れた授業～」 

    (授業研究・学習環境の整備等) 

                公開授業  ２月 １日  約５０人参加 

担当課 学校教育課 

 

事業名 学力テストの実施 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○各種学力テストを実施し、児童生徒の学習の定着状況を把握するとともに結

果分析から指導改善につなげた。 

（向日市）標準化された学力テスト（CRT） 

国語、算数・数学、理科、社会、英語 

小学校４年生～中学校３年生 

（京都府）学力診断テスト 小学校４年生、中学校１年生、２年生 

（文科省）全国学力・学習状況調査 小学校６年生、中学校３年生 

担当課 学校教育課 

 

事業名 特別支援教育の充実 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

〇向日市教育支援委員会において、小中学校に在籍又は就学予定の幼児、児童

生徒について、障がい等に配慮した適切な就学について協議し、相談及び指導

を行った。 

 相談件数 ８８件（就学前３５件、小学校３９件、中学校１４件） 

〇各校の状況に応じ、特別支援教育支援員を配置し、教育上特別の支援を必要

とする児童生徒に対する支援を行った。 

 全小中学校に配置 小学校１５人、中学校９人 

〇特別支援教育就学奨励費を支給し、特別支援学級に就学する児童生徒の保護

者の経済的負担軽減を図った。 

給付内訳（給付対象人数：小学校６０人、中学校１６人） 

学用品等購入費（小学校６０人、中学校１６人） 

給食費（小学校５８人、中学校１５人） 

校外活動費（宿泊あり・宿泊なし）（小学校８人・６０人、中学校０人・ 

１６人） 

修学旅行費（小学校６人、中学校１人） 

体育実技用具費・柔道（中学校４人） 

新入学児童生徒学用品費等（小学校１１人、中学校７人） 

担当課 学校教育課 
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事業名 職場体験 施策の方向性 ③ 

事業概要 

実 績 

○望ましい職業観や勤労観等を身につけさせるため、市の「総合的な学習」補

助金や府教育委員会補助事業「KYO 仕事・文化体験活動推進事業」等を活用し、

介護や農作業等の体験活動や地域社会における職場体験を実施した。 

 小学校：農作物の栽培、保育所や幼稚園での幼児との交流、介護体験 等 

 中学校：市内の事業所等における２年生の職場体験 ９７事業所 

     勝山中学校  ４日間（１１月） 

     西ノ岡中学校 ４日間（１０月～１１月） 

     寺戸中学校  ４日間（１０月～１１月） 

担当課 学校教育課 

 

事業名 現代的課題への関心 施策の方向性 ④ 

事業概要 

実 績 

〇生命のがん教育推進プロジェクト事業（京都府健康福祉部） 

 第５向陽小学校  平成３１年３月１４日  ６年生（８０人） 

・がんに関する知識を医師とがん経験者から直接学び、生活習慣の大切さにつ

いて学ぶとともに、健康と命の大切さについて考えることができた。 

担当課 学校教育課 

 

事業名 校種間連携の充実 施策の方向性 ⑤ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

実 績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇各中学校校区（勝山中、西ノ岡中、寺戸中）において、学力向上を目的とし

た取組や児童生徒間の交流を実態に応じて実施した。 

・児童生徒 

  部活動体験 向陽小６年（９３人）、５向小６年（８０人） 

     見学 ３向小６年（７３人）、４向小６年（１０２人） 

西ノ岡中陸上部が指導 ２向小６年（８０人）、６向小６年（６４人） 

  （小学生陸上交歓記録会に向けての練習）  

中学校の授業体験 ２向小６年（８０人）、６向小６年（６４人） 

中学校の体育祭見学 向陽小６年（９３人）、５向小６年（９４人） 

（体育祭予行を見学）４向小６年（１０２人） 

・教職員 

  合同研修会（学力分析、生徒指導など） 

   勝山ブロック（８月、約１００人） 

   西ノ岡ブロック（８月、約８０人） 

  合同授業研究会（公開授業の参観、事後研究など） 

   勝山ブロック 

（向陽小へ約１１０人、５向小へ約１００人、勝山中へ約１００人） 

   西ノ岡ブロック 

（２向小へ約５０人、６向小へ約６０人、西ノ岡中へ約４０人） 

   寺戸ブロック 

（３向小へ約６０人、４向小へ約６０人、寺戸中へ約１０人） 
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 〇幼児期の教育と小学校教育との円滑な接続が図られるように、教職員の交流

や幼児と小学生の交流等を実施した。 

・幼児児童の交流行事 

小学校１年と年長との遊び（全小学校） 

小学校での発表や授業体験（４向小１年と年長、５向小１年と年長） 

小学校での給食体験（２向小１年と年長、６向小１年と年長） 

小学校の体育大会へ年長を招待（向陽小、６向小） 

児童が保育園や幼稚園を訪問（３向小５年、２向小５年） 

・教職員（全小学校） 

保幼小交流会（授業参観、担当者による懇談） 

  合同研修会に参加（京都府乙訓教育局主催事業） 

幼児教育、保育の一日体験（初任者教員対象） 

担当課 学校教育課 

 

施策の成果と課題 

【成果】 

○学力の向上と個性を伸ばす教育の推進に向け、各学校が、児童生徒の実態や状況に合わせ

て設定した研究テーマをもとに研究し、成果を研究発表会や公開授業で発信するとともに、

市内小中学校教員の相互参加を積極的に勧めることで、成果の波及につながった。 

 

○教育支援委員会では学校や保育所、幼稚園、療育等関係機関、新たにできた小規模保育園

等もふくめ保護者と連携して、児童生徒一人一人に応じた教育的支援の在り方について相談

できた。また、各学校では、特別支援教育支援員による児童生徒支援の充実が図られた。 

 

○各学校の特色を生かした体験活動や職場体験など発達段階に応じたキャリア教育を進める

ことで、勤労することの喜びや大変さなどに気付かせるとともに、将来の夢や希望につな

げ、規範意識や社会性を身に付けさせることができた。 

 

○校種間の接続をスムーズにするため、各小中学校においては、児童生徒が異校種で授業や

部活動等を体験するとともに、小中学校教員が一堂に会して合同研修会を実施した。各小学

校と保育所・幼稚園等においては、年間を通じて連携することにより、異校種間での教育や

保育の特徴、育てたい姿について理解を深めることができた。 

 

【課題】 

○児童生徒一人一人に応じた教育的支援を充実させるため、近年、新たにできた小規模保育

園等を対象に、療育等関係機関と協力して、移行支援ファイルの活用等、これまで積み上げ

てきた有効な支援方法の活用を拡充する必要がある。 

 

○様々な体験活動や中学校の職場体験では、体験をすることが目的にならないよう、各学校

においては、体験活動前後の学習を計画的に進め、児童生徒に望ましい職業観や勤労観を育

成することを意識して指導する必要がある。 
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○校種間連携では、学力向上に向け、小学校で新しく始まる外国語科と中学校外国語科の指

導と評価の共有、また、不登校・不登校傾向の児童生徒への対応に向け、一人一人に応じた

具体的な手立てを講じるための情報共有が喫緊の課題である。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○研究指定では、第２向陽小学校において、教員の発問が、児童の思考を促し、児童同士が

自然に話し合い課題解決に向う仕掛けとなっており、新しい学習指導要領の目指す一つ一つ

の知識がつながり「分かった」「おもしろい」と思える授業として、評価できる。他の学校

への波及を図ってもらいたい。 

 

○研究指定のテーマ設定では、各学校において、教職員がより意欲的に研究に取り組むこと

ができるように、主体的にテーマ設定をしており、その際、教育委員会と学校とが情報を共

有し、京都府教育委員会の指定する研究内容などを活用するなど、良く連携できていると評

価できる。 

 

○学力テストの実施については、学力向上を目的として、学力の定着状況を検証するため、

標準化されたＣＲＴなどを活用し、外部の基準と各学校や市全体を比較することで客観的に

見ることが重要である。 

 

○特別支援教育支援員の配置により、教員が支援員を通じて多くの子どもを支援するケース

を知り、具体的な手立てなどを学んでおり、教員の指導力向上にもつながるため、さらに配

置を進めてもらいたい。 

 

○校種間連携の充実については、小学生の中学校授業体験を設定することで、中学校教員が

小学生にも分かりやすい授業を意識し、教員の授業力向上につながるため評価できる。また、

小中学校が連携を進める中で工夫された計画であり、意欲的な取組で大変評価できる。 

 

○保幼小連携については、幼稚園教育要領や学習指導要領の改訂でも、子どもの学びを中心

とした指導の接続が重視されており、小学校においても、特別支援教育や生徒指導など、今

後ますます円滑な接続を図れるよう、様々な視点での工夫を進めてもらいたい。 
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施策番号 ２ 

施策名 豊かな人間性をはぐくむ心の教育の推進 

 

施策の目指す姿 

 学習指導要領に規定された公共の精神、伝統や文化の尊重などを踏まえ、伝統や文化に関

する教育や道徳教育、体験活動を充実させるとともに、家庭、地域社会と一体となって、人

間として、また社会の一員として主体的に生きるための基本となる資質や能力である豊かな

人間性や社会性の育成を図る。 

施策の方向性 

① 道徳教育の充実 

② 人権教育の推進 

③ 生徒指導の充実 

④ 芸術・文化活動の充実 

 

事業名 道徳の時間実践交流 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○授業改善に生かすため、研究授業の参観・研究協議・講義等を通して、児童

生徒の心に響き、道徳的価値の自覚を促す指導方法などについて研修を実施し

た。 

参加者数 １５人（各小中学校から教務主任・道徳教育推進教師等） 

 日 時  平成３１年２月７日（木）午後２時３０分～午後５時 

 研究授業 第５向陽小学校 第４学年 

 教材名  「三つのつつみ」  

 指導する内容項目  思いやり・親切 

 講 義  「『特別の教科 道徳』における授業づくり 

～『考え、議論する道徳』への質的変換～」 

 講 師  京都府総合教育センター 研究主事兼指導主事 

担当課 学校教育課 

 

事業名 人権教育 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○あらゆる人権問題に対し、豊かな人権感覚を持ち、幸せな社会生活を営める

よう、人権意識の高揚につながる取組を行った。 

・人権教育の授業時数 

小学校１８．１時間（小１～小６における各学年の年間授業時間の平均） 

中学校２０．７時間（中１～中３における各学年の年間授業時間の平均） 

・参観、公開授業   

各小中学校で実施 各学年１回 

・教職員研修 

 向日市教職員研修 ２講座（同和問題、ＬＧＢＴ） 

各小中学校で実施 １４講座（小学校９講座、中学校５講座） 

担当課 学校教育課 
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事業名 教育相談等 施策の方向性 ③ 

事業概要 

実 績 

〇適応指導教室の設置 

 市内の不登校の児童生徒を対象に教育相談に応じたり、集団への適応力を培

うための指導を行ったり、児童生徒の主体性を育成し、早期に学校へ復帰でき

るよう、適応指導教室「ひまわり広場」を設置した。 

 指導員５人（９月から６人、１０月から７人） 

１２５日開設（水・木・金）、登録通室児童生徒１６人（小学校８人、中学

校８人）、平均で常時５人程度通室していた。 

〇教育相談事業の充実 

 来所による相談、電話による相談、学校への巡回相談、家庭訪問による相談

を実施した。中でも学校への巡回相談はニーズが高く、巡回相談は、臨床心理

士３人、作業療法士１人の計４人で担当した。 

（各相談件数） 

 ・来所教育相談件数（市役所、天文館等）延べ３２６件 

 ・電話教育相談件数 延べ２６件 

 ・学校への巡回教育相談（９校） 延べ２０９件 

 ・家庭訪問による教育相談 延べ６５件 

〇心の相談サポーター事業 

 不登校の未然防止や早期解決を図るため、登校できるが教室には入りにくい

不登校傾向の児童生徒を対象に、学習支援や教育相談等を行い、生徒の悩み、

不安、ストレス等の解消を図り、心にゆとりを持てるような環境の提供を行っ

た。 

臨床心理学を学ぶ大学院生 １４人（１２月から１５人） 

配置校 小学校３校、中学校２校 （各校週２日～４日）  

対応件数 延べ１，２７４件 

担当課 学校教育課 

 

事業名 子ども未来づくり支援事業（体験活動） 施策の方向性 ④ 

事業概要 

実 績 

〇児童生徒の体験活動 

 各学校が、それぞれの学校の実態や地域の特色を踏まえ、伝統や文化につい

ての児童生徒の体験的な学習や、知的好奇心を育む学習などを実施した。 

（目的別体験活動件数） 

 ・学力向上（教科や領域など） ２１件（小学校１４件、中学校７件） 

 ・体験活動（農業、栽培など）  ９件（小学校 ７件、中学校２件） 

 ・伝統文化（落語、狂言など） １４件（小学校１３件、中学校１件） 

 ・健康安全（食、安全など）   ９件（小学校 ６件、中学校３件） 

     ※シリーズとして複数回実施している場合も、１件としている 

担当課 学校教育課 
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施策の成果と課題 

【成果】 

○「特別の教科 道徳」実践交流では、めあてを明確にした授業を参観し、研究協議を行う

ことで、教材研究や児童生徒の実態把握の大切さについて、認識を深めることができた。ま

た、講師を招聘し、道徳の教科化の背景や授業づくりについて理解を深めることができた。 

 

○全小中学校で、人権学習を実施し、人権尊重の意識の高揚を図るとともに、参観授業によ

り保護者に授業公開や懇談会をすることで啓発もできた。また、市教委や各小中学校で同和

問題についての教職員研修を行い、同和問題学習を進めるための教員の資質向上を図った。 

 

○適応指導教室においては、通室生が増加傾向であったため、臨床心理士を養成する大学と

交渉を重ね、人材を確保し、複数の指導員体制を確保することで、通室する児童生徒へ個に

応じた丁寧な支援を実施することができた。 

 

【課題】 

○中学校における「特別の教科 道徳」の実施を含め、教科化の背景や指導・評価について

今後も研修を深め、適切な評価を行うとともに、児童生徒や保護者への説明に努める必要が

ある。 

 

○各学校においては、児童生徒一人一人のアセスメントにもとづいた支援を進めるため、外

部との連携を図りながら組織的に対応していく必要がある。特に小学校における不登校児童

が増加しているため、下学年での出席状況等詳細な情報を校内で共有するとともに進学先中

学校にも丁寧に引き継ぐ必要がある。また、教育委員会においても、適応指導教室等の支援

体制を整備の上、各学校と連携を密にし、さらに児童生徒を支援する必要がある。 

 

○心の相談サポーター等として臨床心理を学ぶ大学院生を配置しているが、所属している大

学の都合もあり、人材確保の課題がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○心の相談サポーター事業において、臨床心理士の資格に限定すると人材確保が困難である

が、有効な人材であるため、今後も臨床心理学を学ぶ大学院生の確保に努めてもらいたい。 

 

○不登校については、一度不登校になった児童生徒を見守っていく必要があるため、課題に

記載のとおり、小学校高学年や中学生であっても、小学校低学年における出席状況等の詳細

な情報の校内共有と、進学先中学校への引き継ぎが必要である。 

 

○子ども未来づくり支援事業において、各学校が児童生徒の実態に応じて、体験させたい活

動を考え、教育委員会がその支援をする姿勢は大変評価できる。各学校の主体的な取組がさ

らに進むよう、指導支援に努めてもらいたい。 
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施策番号 ３ 

施策名 健やかな身体の育成と体力の向上 

 

施策の目指す姿 

明るく生きがいのある生活を営むために、生涯を通じて体育・スポーツ活動に親しむこと

ができる能力や態度を育てるとともに、現代的な健康課題への理解を深め、健やかな身体の

育成を図る。 

施策の方向性 

①  体力・運動能力の向上  ② 健やかな身体の育成  ③ 食育の推進 

 

事業名 新体力テストの実施 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

〇各校では新体力テストを５月に実施した。 

（実施種目）握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０ｍシャトルラ

ン、５０ｍ走、立ち幅跳び、ボール投げ（計８種目） 

【８種目のうち、全国平均を下回る学年の多い種目を継続観測】 

平成３０年度 

新体力テスト

結果 

握力（Kg） ２０ｍシャトルラン（回） 

項

目 
年度 向日市 京都府 全国 向日市 京都府 全国 

小

６ 

男

子 

30 年度 20.56 19.04 

20.02 

65.06 66.70 

64.48 

29 年度 17.70 18.77 63.83 66.24 

小

６ 

女

子 

30 年度 19.33 18.85 

19.58 

52.00 53.25 

50.94 

29 年度 18.48 18.68 46.83 52.18 

中

３ 

男

子 

30 年度 32.53 34.42 

34.90 

116.53 100.54 

96.64 

29 年度 34.47 34.71 99.33 97.42 

中

３ 

女

子 

30 年度 23.73 25.60 

25.59 

64.33 66.25 

61.19 

29 年度 24.27 25.05 64.00 62.70 

 

※全国平均値＝前年度平均値（未発表のため） 
 

 

担当課 学校教育課 
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事業名 健康に関する授業 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

〇全小中学校で薬物乱用防止教室を実施した。 

 向陽小 ５・６年（１０月）、２向小 ６年生（１２月） 

 ３向小 ６年生（１２月）、４向小 ６年生（６月） 

 ５向小 ４・６年生（６月・７月）、６向小 ６年生（７月） 

 勝山中 ３年生（７月）、西ノ岡中 全学年（７月） 

寺戸中 ３年生（１０月） 

担当課 学校教育課 

 

事業名 食育・学校給食運営 施策の方向性 ③ 

事業概要 

実 績 

〇小学校では、農作物栽培をし、給食等で活用した。 

・農作物例 １・２年生（さつまいも、ミニトマト、オクラ） 

      ３・４年生（小松菜、なす、へちま、ゴーヤ） 

      ５・６年生（かぼちゃ、米、じゃがいも） 

      委員会活動等（大根） 

・給食等の活用例  大根、さつまいも 

○小学校給食実施児童数 ３，０４６人（H３０．５．１現在）  

米飯給食週４回実施。 

配膳台、食器洗浄機、スチームコンベクションオーブン等、給食備品の更新

により、給食室衛生管理の徹底を図った。 

 給食室害虫駆除、栄養教諭等保菌検査、食材検査、専門家による研修等を実

施し、衛生管理の徹底を図った。 

○中学校給食実施生徒数 １，４５０人（H３１．１．１現在） 

 米飯給食週５回実施。 

○食物アレルギーを有する児童生徒へ医学的根拠に基づいた適切な対応ができ

た。 

 食物アレルギー   

小学校２３６人（有症率７．７％)  

（そのうち、除去食対応については、９６人） 

中学校１３８人（有症率９．３％） 

（そのうち、除去食対応については、２９人） 

○成長期にある中学生に栄養バランスのとれた安全・安心な昼食を提供するた

め、３学期から全ての中学校で給食を開始した。 

  (1)プレ給食の実施 

1月15日(火)  西ノ岡中学校    

 

 

1月16日(水)  勝山中学校 

1月17日(木)  寺戸中学校 

  (2)給食の実施  1 月 21 日(月)～3 月 14 日(木) 

担当課 学校教育課 
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施策の成果と課題 

【成果】 

○全小中学校で、薬物乱用防止教室に関わる授業を実施することができた。また、非行防止

教室等も含め、発達段階に応じた薬物に対する正しい知識と対処について理解を深めること

ができた。 

 

○全小学校で、栽培活動と食育を関連させて学習指導を実施できた。 

また、安心・安全で魅力ある給食を提供することができた。 

 

○施設の改善や備品の更新などを行い、給食室の衛生環境の維持向上を図ることができた。 

 

○平成３０年１１月に給食センターを完成させるとともに、３学期から全ての中学校で完全

給食を実施することができた。 

 

【課題】 

○握力は、小・中学校ともに全国平均を下回っていることが多く、小学校では、低学年から

の鉄棒や遊具を使用した遊びを積極的に取り入れるなどの工夫を続け、中学校では、体育授

業のはじめに基礎体力作りを取り入れたり、授業の中で握力を高める動作を取り入れたりす

るなど、体力向上に向けての取組を引き続き行う必要がある。 

 

○夏季休業前に薬物乱用防止教室を実施し、薬物に対する正しい知識の習得と非行防止に向

けた取組を実施する必要がある。 

 

○給食を活用し、食育を通じて日々の残食を減らしていくとともに、望ましい生活習慣を身

につけるよう指導を行っていく必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○体力テストにおいて、昨年度と比べて、小学校６年生と中学校３年生のシャトルランは全

国平均を上回っており、評価できる。 

 

○食育において、中学校給食実施に伴い、学校に給食委員会等の給食に関わる担当が設けら

れていることは大事である。また、日々の給食を活用して食について考えていく取組は大変

評価できる。 

 

○食育と併せて食材の産地を学習することで、社会の地理の学習を充実することができる。 
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施策番号 ４ 

施策名 家庭・地域社会との連携による特色ある学校づくり 

 

施策の目指す姿 

保護者や地域社会との連携を促進し、家庭・地域社会と一体となった教育活動の充実を図

り、特色ある学校づくりを推進する。 

施策の方向性 

①  開かれた学校づくりの推進 

②  学校改善に生かす学校評価の充実 

 

事業名 ふるさと学習 施策の方向性 ① 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

実 績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇小学校では生活科や社会科と関連させ、総合的な学習の時間に取り入れた。 

 １年生・２年生：「向日市にふれる」町探検（校区の公園や図書館等の見

学）を通した学習 

 ３年生・４年生：「向日市を知る」特産物（なす、たけのこ）や校区内の特

色（お寺・踊り等）についての学習、簡単な歴史について

の学習 

 ５年生・６年生：「向日市を学ぶ」インタビューやオリエンテーリング等の

体験活動を通して、農作物や歴史・文化等についての学習 

 ※特徴的な取り組み 

  ２向小６年：「向日市の未来を考えよう」において、調べ学習でお世話に

なった市役所職員や地元農家等を招待し、環境、観光、防

災等の観点から各グループが考えた「未来の都市計画」の

提案、感想や意見交流もある双方向の発表会を行った。 

〇中学校では、総合的な学習の時間の中で学習した。 

 勝山中  １年生：「福祉、歴史、災害、公園、自然、安全」の中から選択

して調査・研究した内容をまとめ、向日市の未来につい

ての考えをまとめた。 

西ノ岡中 １年生：「向日市の特色」についての調査・研究や竹細工等向日

市の特産品についての体験活動を通して、向日市の未来

についての考えをまとめた。 

      ２年生：「向日市の特色」についての調査・研究を通して、「ふ

るさと新聞」を作成した。 

 寺戸中  ２年生：「向日市の歴史や現状」について調査・研究し、向日市

活性化プロジェクト案を新聞に表現するなど、向日市の

未来についての考えをまとめた。 

○ふるさと学習成果展 

 児童生徒が地域ならではの特色に関心を高め、ふるさとへの愛着を育むとと

もに、授業で取り組んだ学習成果（壁新聞、模造紙まとめ、古代衣裳、古墳模

型等）を校外に展示し、本市の特色ある教育活動を広く市民に知ってもらい、

本市への関心を高める機会としている。 
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 日 時  平成３０年１２月２２日～平成３１年１月１7日 

 場 所  文化資料館 ラウンジ 

 参加校   第３向陽小学校、第５向陽小学校、勝山中学校、西ノ岡中学校 

担当課 学校教育課 

 

事業名 学校評価 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

〇自己評価 

 各学校は、評価計画を作成し、前年度の取組を踏まえ、教育活動が改善でき

るように創意工夫をした。 

・学校、学年、学級、校内分掌担当での評価を実施（年２～３回） 

・児童生徒、保護者、学校評議員からアンケート調査を実施（年１～３回） 

・評価と調査を基に教育活動を捉え直し、改善策を明確化 

・業務改善の視点を取り入れ実施（６校／９校） 

〇自己評価の公表 

各学校は、研究内容や授業づくりの視点等、自己評価の結果を受けた教育活

動の改善の方向性について学校だよりで周知した。 

担当課 学校教育課 

 

施策の成果と課題 

【成果】 

○全小中学校で「ふるさと学習」が定着し、地域の特色に合わせてフィールドワークや体験

活動、資料を活用し探求する活動、学習成果発表会等を実施することにより、児童生徒は、

ふるさと向日市について興味関心を高めることができた。また、ふるさと学習成果展の実施

により、本市の特色ある教育活動を広く市民に知ってもらい、本市への関心を高める機会と

なった。 

 

【課題】 

○新たにふるさとの魅力を発見するため、さらに地域との連携を図る必要がある。 

 

○京都府教育委員会「教職員の働き方改革実行計画」の評価指標を学校評価と連動させ、業

務改善の点検・評価を全校で実施する。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○ふるさと学習では、第２向陽小学校の６年生の取組のように、主権者教育の主旨に沿うも

のであり、大変評価できる。市職員や住民が児童生徒から市政に関する意見やアイディアを

聞く取組は、主権者としての市民の育成に繋がるものであり、向日市の定住に寄与するもの

と考えられる。 
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施策番号 ５ 

施策名 教職員の資質能力の向上 

 

施策の目指す姿 

 京都府教育委員会「教師力向上のための指針」を踏まえ、教職員一人一人が、研修等によ

り自己の資質能力の向上を図るとともに、培った実践力を教育活動に積極的に生かし、組織

としての学校の教育力を高め、計画的・継続的な教育実践に取り組む。 

施策の方向性 

①  教職員研修の充実  

②  教職員評価の実施 

 

事業名 子ども未来づくり支援事業（教職員研修） 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○教育委員会主催の教職員研修を実施するとともに、各学校において、喫緊の

教育課題や学校のニーズに沿った教職員研修及び先進校視察研修を実施した。 

①教育委員会主催教職員研修 

 年間２日間で６講座実施（延べ４２９人） 

・平成３０年５月１１日（金）午後３時～午後５時 

「人権教育」部落差別解消法の施行を踏まえた指導（７０人） 

「プログラミング教育」学習の基盤となる情報活用能力（６４人）  

「道徳教育」道徳性を育むための多様な指導方法（８４人） 

・平成３０年８月２２日（水）午後２時３０分～午後４時３０分 

「外国語･外国語活動」新学習指導要領に向けた授業実践（５０人） 

「人権教育」LGBT の理解と効果的な指導（８３人） 

「授業力向上」主体的･対話的で深い学びを通じた授業づくり（７８人） 

②各学校の主な研修 

小学校３２件、中学校９件（年間通じて複数回実施を含む延べ件数） 

・授業づくり（国語科、算数科、図画工作科、外国語活動など） 

（授業改善、授業のユニバーサルデザイン、アクティブラーニング等） 

・人権教育（同和教育）及び道徳教育 

・児童生徒への支援（児童生徒理解・特別支援教育 等） 

 

③若手教員研修（おおむね採用後２～５年目の教員） 

退職教員による、指導力向上のための研修（６校 １５人 １１２時間） 

【主な内容】 

・授業参観、授業、学級経営についてのアドバイス 

・教材づくり 

 

④先進校視察研修 

 各校のニーズに応じて実施（小学校１６回３５人、中学校６回９人） 

 【主な研修校、視察テーマ】 

・筑波大学附属小学校 研究発表、研究授業、ユニバーサルデザイン授業 
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施策の成果と課題 

【成果】 

○教育委員会においては、現代的課題と参加者のニーズに合わせた課題について教職員研修

を実施し、資質能力の向上を図るとともに、各学校においては、特別支援教育や教育相談

等、事例にもとづいた具体的な研修を実施することで、教員の実践力を高めることができ

た。 

 

○退職教員を派遣し、若手教員のニーズに合わせた研修を実施することにより、授業づくり

や学級経営について児童生徒への指導に生かすことができた。 

 

〇先進校視察では、同一校から複数の教員が参加し、経年で同じ学校へ視察に行くことで、

校内で指導方法等を伝達する人や機会が増え、視察内容を学校で共有し実践に生かせるよう

になっている。 

 

【課題】 

○目まぐるしく変化し複雑多様化する時代に生きる児童生徒に「生きる力」を身に付けさせ

るため、教員の果たす役割は大きく、特に、増加する若手教員の指導力をさらに向上させる

必要がある。引き続き、喫緊の課題である新学習指導要領への対応や人権学習などの研修を

通じて、教員の資質能力の向上に努める必要がある。 

 

○各学校では、教職員構成や児童生徒の実態に応じた教員の実践的指導力を高めるととも

に、人材育成を目的とした校内研修を今後も充実させる必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○子ども未来づくり支援事業では、各学校の研修において、年間を通じ、同じ講師を複数回

招き指導を受けることで、研修内容が教員に定着し、指導力の向上に効果が上がっている。

各学校の状況を踏まえ、さらに積極的に研修を推進してもらいたい。 

 

○若手教員研修において、指導する退職教員は、基本的な教育理念や指導技術を指導すると

ともに、児童理解について、若手教員自身に考えさせ、任せたうえで、指導することが大切

である。 

 

○子ども未来づくり支援事業については、学校の研究指定と関連付けたり、つなげていくこ

とで、児童生徒の学力向上や教員の資質向上の相乗効果が期待できるので、継続的に取り組

んでもらいたい。 

 

・岐阜県長良西小学校  校内研究の進め方、授業研究 

・横浜国立大学附属横浜中学校 研究発表、授業研究 

担当課 学校教育課 
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施策番号 ６ 

施策名 安心・安全な教育環境の充実 

 

施策の目指す姿 

 児童生徒が安心して通え、楽しく過ごすことができる居場所としての学校づくりに取り組

むとともに、あらゆる危機に対応する力をはぐくむ安全教育の充実を図る。 

施策の方向性 

①  学校における安心・安全の確保 

 

事業名 安心・安全教育 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

〇いじめ調査の概要 

いじめ調査の認知・解消件数（延べ件数） 

年度 平成２９年度 平成３０年度 

項 目 認知 解消 認知 解消 

小学校 1,578   1,354   1,452 1,310 

中学校 120   101   182 162 

合 計 1,698   1,455   1,634 1,472 

 

〇不登校数《年間３０日以上欠席》（平成２９年度） 

・小学校 １．３８％ （０．９１％） 

・中学校 ４．３３％ （３．７０％） 

 

〇交通安全教室の実施 

 小学校 「歩行練習」１年：向陽小、３向小、４向小、５向小、６向小 

     「自転車教室」２年：向陽小、３向小、５向小、６向小 

     「自転車運転免許教室」４年：向陽小、２向小、３向小、４向小、 

５向小、６向小 

５年：６向小 

 中学校 「交通安全教室（自転車）」１年：勝山中、西ノ岡中、寺戸中 

 

担当課 学校教育課 
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事業名 登下校時安全対策 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

①通学路安全推進会議の開催（年２回） 

 向日市通学路交通安全プログラムに基づき、通学の安全対策について協議を

行った。 

構成団体：京都府乙訓土木事務所・京都府向日町警察署 

向日市（防災安全課・学校教育課・道路整備課） 

②交通指導員の配置 

小学校の通学路における交差点や踏切等、登校時３０箇所、下校時１４箇所

の危険箇所に交通指導員を配置し、通学路の安全確保を図った。 

また、老朽化した交通安全啓発用反射電柱幕の交換や新たな設置を行い、通

学路の交通安全について啓発を行った。 

③防犯ブザーの配布 

小中学校の新１年生全員に防犯ブザーを配布した。 

（小学生５０７個、中学生５４０個） 

④通学路緊急合同点検の実施 

 文科省から示された『登下校防犯プラン』に基づき、児童生徒の登下校時に

おいて、防犯の観点から危険な箇所を抽出し、平成３１年１月に関係機関と連

携して緊急合同点検を実施した。 

 参加：京都府向日町警察署・向日市立各小学校・向日市（学校教育課・生涯 

学習課・防災安全課・公園交通課・道路整備課） 

担当課 学校教育課 

 

事業名 学校施設の整備 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○児童生徒が快適な教育環境のもとで学校生活が送れるよう、校舎内のトイレ

改修を実施した。 

・改修内容 

床面乾式床、洋式大便器、自動洗浄機能付小便器、自動水洗式手洗い器、人

感センサー式 LED 照明機器 

・平成３０年度トイレ改修箇所 

向陽小学校、第２向陽小学校、第３向陽小学校、第５向陽小学校、第６向陽

小学校、勝山中学校、西ノ岡中学校、寺戸中学校（各１箇所） 

○市内３中学校の給食を実施するため、向日市学校給食センター及び各校配膳

室整備に係る工事を実施した。 

向日市学校給食センター（西ノ岡中学校敷地内）、３中学校配膳室 

○平成３０年６月１８日に発生した大阪府北部を震源とする地震及び９月４日

の台風第２１号により、一部破損等の被害を受けた小中学校施設の修繕及び工

事を実施した。 

担当課 教育総務課 
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施策の成果と課題 

【成果（学校教育課）】 

○いじめ調査を活用し、アンケート及び個別の聞き取りをもとに、一人一人の状況を定期的

に把握し、相談や指導、支援につなげ、いじめの早期対応、防止につなげることができた。 

 

○通学路安全推進会議において、学校から要望のあった通学路の危険箇所の情報を各機関と

共有し、安全対策について検討を行った。 

また、交通指導員を通行に際し注意が必要な箇所に配置し、児童が安心して通学できるよ

う対策を行った。 

「学童多し注意」「危険 歩行者に注意」の電柱幕を設置することにより児童生徒だけで

なく、通行する車両に対しても交通安全に対する啓発を行った。 

さらに、新１年生に防犯ブザーを配布し、不審者から身を守るための防犯・安全意識の啓

発を行うとともに、いざという時に正しく使用できるよう、学校だよりを通じ、定期的な電

池交換と外出時の常時携行について周知を行った。 

 加えて、各関係機関との緊急合同点検の実施により、通学路上の危険箇所の情報共有を図

り、今後の環境整備や改善につなげやすくするための連携を深めることができた。 

 

【成果（教育総務課）】 

○児童生徒が快適な教育環境のもとで学校生活が送れるよう、校舎内のトイレ改修を実施し

た。 

 

○３学期の中学校給食実施に向け当初の計画どおり、向日市学校給食センター及び各校配膳

室の整備工事が完了し、栄養バランスのとれた安全・安心な給食を提供できる施設ができ

た。 

 

○大阪府北部地震や台風第２１号の影響により、剥離・損傷の被害を受けた小中学校施設に

ついては、早急に災害復旧工事を行い、児童生徒の安全が確保できた。 

 

【課題（学校教育課）】 

〇いじめ防止等にむけ、児童生徒に係る事象にきめ細かく対応できるよう、向日市いじめ防

止対策推進委員会委員等、専門的知識を有する者からの助言をもとに、学校に対して指導

支援に努めるとともに、一部の教職員が情報を抱え込まず、組織的かつ速やかに対応でき

るよう、引き続き、学校に対していじめの早期発見・早期対応を意識させる必要がある。 

 

○不登校の児童生徒が増加している中、各学校が一人一人の状況を正確に把握するととも

に、組織的に情報を共有し、児童生徒の自立に向けた具体的な支援策を支援計画に表すなど

明確にした上で、保護者や医療機関等、専門機関との連携を図り、指導・支援をいっそう進

める必要がある。 
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○道路状況の変化等により通学路の危険箇所は常に変化するため、通学路安全推進会議の構

成団体や学校・地域と連携して、定期的に要望や意見を取り入れつつ、交通指導員の配置時

間や配置場所について、最適な見直しを行う必要がある。 

また『登下校防犯プラン』に基づき、防犯上危険な箇所にも留意し、警察を含む各関係機

関と連携しながら、防犯対策を講じていく必要がある。 

 

【課題（教育総務課）】 

○向日市公共施設等総合管理計画に基づき、学校別に個別計画を定めていく必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○いじめの認知について、件数の増加を否定的に捉えるのではなく、いじめの兆候を見逃さ

なかったと理解し、その後の指導や支援に活かすとよい。 

 

○交通安全教室の自転車教室は、児童生徒に自転車が車両であることを認識させ、自分自身

も加害者になりうることを考えさせる機会であり、非常に大切である。 

 

○通行に際し注意が必要な箇所に交通指導員を増員し、配置したことにより、児童の安全が

確保できたことは大変評価できる。 

 

○大阪府北部地震や台風第２１号の被害を受けた小中学校施設について、早急に災害復旧工

事を行ったことは、大変評価できる。 
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施策番号 ７ 

施策名 生涯学習環境の充実 

 

施策の目指す姿 

市民が生涯にわたり、多様な学習活動を行うことができるよう、自主的、自発的な学習活

動を支援するとともに、学習機会の提供及び学習の成果を活かす場や機会の充実に努める。 

施策の方向性 

① 生涯学習の振興 

② 社会教育施設における学習機会の充実 

 

事業名 生涯学習情報紙の発行 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○市などが開催する生涯学習関連事業の情報を市民に提供するため、生涯学習

情報紙を発行した。 

生涯学習情報紙：年２回(前期・後期) 

前期４６０部、後期５００部発行(市内公共施設等に配布) 

子ども向け夏休み情報紙：年１回(夏休み前)、各小中学校に配布 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 
生涯学習推進ボランティアサークル「まなぼうや」への

支援 
施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○生涯学習の推進に取り組むボランティアサークル「まなぼうや」の活動に対

して、講座の受付や広報等で支援を行った。 

開催講座数：６講座  参加者：７０人 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 中央公民館生涯学習講座 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

全１２講座、参加者３７２人 

①ふしぎ発見！理科教室  (３講座  参加者５６人) 

小学４～６年生を対象に、理科好きの子どもを育成するために毎回実験を行 

い、理科の不思議について学んだ。 

②夏休み子ども体験講座 

・日本電産(株)本社・中央開発技術研究所見学会（参加者２９人） 

 同社の沿革展示・長岡京遺跡展示の説明や１５階フロアから向日市内を一望

するとともに京都市側と大阪側の景色を観察。企業創業、現在開発中の製品

や主力製品である様々なモーターの話を聞いた。 

③夏休み子ども体験講座 

・JR 見学（参加者１２２人） 

市内事業所である JR 西日本吹田総合車両所京都支所（旧向日町操車場）の見 

学。特急に乗車し操車場内や仕業点検・洗浄などを見学し、安全・快適に運 

行されていることを学んだ。踏切事故防止についても学んだ。 
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④子どもふれあい講座 

・「将棋が強くなる！」教室（参加者３５人） 

簡単な戦法を理解し、詰将棋を解いた。礼儀や対局のマナーを身に付けると 

ともに対局を通して将棋の楽しさを学んだ。 

⑤教養講座  

・京都府の活断層と南海トラフ地震について（参加者３３人） 

 いつ起こるかわからない巨大地震の解説や日頃の備えについて再確認した。 

・子育てママ＆パパのためのミニマネー講座（参加者４人） 

 子育て中の市民を対象に、人生３大資金（住宅資金、教育資金、老後資金） 

を中心にライフプランの基礎知識を身に付けた。 

・シニアのためのスマートフォン講座(参加者３０人) 

 中高年を対象にスマートフォンの機能を学び、実際に使い生活に役立つこと 

を知り、その便利さを体験した。  

⑥健康講座     

・歯から考えよう！私の全身健康！（参加者１５人） 

 虫歯菌と認知機能との関係など口腔と全身健康について学んだ。 

⑦国際理解講座  

・本当は怖いグリム童話～国際理解講座とシルエットキャンドルグラス作り体

験～（参加者１２人） 

 グリム童話のオリジナルを聞き、その歴史や文化について学び、素敵なキャ 

ンドルグラスを作った。 

⑧文化講座 

・落語の楽しみ方講座（参加者３６人） 

 伝統文化である落語について、扇子と手拭いだけでの表現法や話し方のポイン 

トを聞き、落語への理解を深めた。 

⑨学習発表会（舞台発表）  （発表者７団体、来場者１７０人） 

 公民館クラブ・サークルの１年間の学習成果発表。寺戸公民館にて開催し

た。 

⑩市民文化展       （出展数８９点、来場者７５８人） 

市民の創作による作品を展示・発表。イオンモール京都桂川イオンホールに 

て開催した。 

担当課 中央公民館 

 

事業名 地区公民館生涯学習講座 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

全９講座、参加者１６７人 

①寺戸公民館講座 

・茶道体験教室（参加者９人） 

 茶の湯の作法や楽しさを味わいながら、伝統文化を体験した。 

・楽しく学ぶ干支剪画教室（参加者１７人） 

剪画の技法を学び、来年の干支である「亥」の色紙を作成した。 

・寄せ植えを楽しもう（参加者３０人） 
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クリスマスから新春を飾る寄せ植えを作った。 

②物集女公民館講座 

・ヨーガ体験教室（参加者１１人） 

 運動が苦手な方や体が硬い方も自分のペースで楽しめるヨーガを体験した。 

③森本公民館講座 

・英語の学び方 (参加者２３人) 

外国人観光客に道案内ができるようになりたい方や子どもの英語学習を支援 

できるようになりたい方を対象に英語の学び方について学んだ。 

・森本遺跡ってなんでしょう（参加者１６人） 

 森本遺跡と森本遺跡の時代・生活について学んだ。 

・誰もが気になる痔について（参加者１８人） 

 専門の先生から予防や治療などの話を聞いた。 

④鶏冠井公民館講座 

・お正月の寄せ植え(参加者２５人) 

 葉牡丹を中心に華やかな寄せ植えを作った。 

⑤上植野公民館講座 

・金箔手工芸(参加者１７人) 

新春に向けて干支の色紙を作成した。 

⑥学習発表会（展示・掲示発表）出展数７１６点 

公民館クラブ・サークルの１年間の学習成果発表。各公民館にて開催した。 

担当課 中央公民館 

 

事業名 図書館読書推進事業 施策の方向性 ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

実 績 

 

 

 

 

 

 

 

①資料の収集と貸出 

 蔵書数 １８万５千点 

貸 出 ３２万３千点、貸出者数 ８万８千人   

②レファレンス・サービス 

 受付件数 ７７件 

③予約サービスによる資料提供、他館との相互貸借、障がい者サービス 

 予約処理件数 ２２，０２２件  

 相互協力  貸出６１９件、借用１，４８２件 

障がい者サービス 自宅配本 ３９回 ２２９点 

④読書の普及推進と読書環境の向上を図るための各種読書推進活動 

 おはなし会プラスコンサート（３回実施）参加者 １５１人 

おはなしひろば（８回実施）       参加者 ３２２人 

文学講座（２回実施）         受講者 １０４人 

小中学生読書感想文コンクール     応募者 １８２人 

図書館リサイクル・デー        参加者 １０３人 

（８３８冊を譲渡） 

大人の朗読会（４回実施）       参加者   ５７人 

むこうビブリオバトル         参加者  ３３人 
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自習室の開設             利用者  ４３人 

全国訪問おはなし隊キャラバンカー   参加者  ７６人  

⑤図書館ボランティアの育成及び支援 

ステップアップ講座          受講者   １０人 

 ボランティア養成講座         受講者   ３４人 

⑥他機関との協力 

 地域で支える認知症～認知症ってなぁに？参加者  ２６人 

担当課 図書館 

 

事業名 文化資料館運営事業 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

①古代の都“長岡京”をテーマとした常設展示の運営  

②特別展「向日神社」 期間中入館者 ２，１９９人 

③テーマ展示  ※（ ）内は期間中入館者数 

「くらしのなかの戦争展」（２，５６７人） 

「夏休み子ども歴史教室作品展」（６８８人） 

「くらしの道具展」（３，２３２人） 

④文化活動事業 

・特別企画「ゴールデンウィークに資料館内を電車が走る！part８」 

来場者 １，０９７人（定員なし） 

・日曜談話会 

(１)「日本画家・六人部暉峰について｣ 参加者４５人（定員なし） 

(２) ｢中世西岡の古文書を読む｣ 参加者 １８人（定員なし） 

・歴史ウォーク 

「江戸時代の”神輿道”を歩く」 参加者 ３２人（定員なし） 

・歴史講座 

(１)「地形図と地形模型が語る乙訓の近代史-大地を平面に描き、平面を立体化

して探る地域のすがた-」 参加者 ８９人（定員８０人） 

(２)「牛車で向かおう！！-平安時代の乙訓地域-｣ 

参加者 ５９人（定員８０人） 

・夏休み子ども歴史教室 

(１)「紙漉き体験で向日庵を知る」 参加者 ２０人（定員２０人） 

(２)「かぶとを作って西岡衆を学ぶ」 参加者 ２３人（定員２５人） 

・夏休み体験イベント「長岡京の都人に変身！」 参加者 ３３人  

・特別展記念講演会 

(１)｢向日神社本『日本書紀』とその世界｣ 参加者 １０６人（定員８０人） 

(２)｢向日神社と六人部是香｣ 参加者 ８０人（定員８０人） 

⑤むこうし歴史行列絵巻事業 

(１)古代衣裳ワークショップ 参加者 ２４人 

(２)大極殿衣裳行列  参加者・関係者 ２２人 従事ボランティア１０人 

担当課 文化資料館 
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事業名 天文館運営事業 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

＜事業概要＞ 

○プラネタリウム新番組の導入、講演会や講座の開催など、天文への興味・関

心を高める事業を実施 

・開館日数 ２４４日、投影日数１９６日、投影回数６２０回 

・プラネタリウム一般投影 観覧者数 ５，２７７人（特別投影を含む） 

・プラネタリウム団体投影 観覧者数 ２，９５９人（８３団体） 

・観覧者の内訳  

大人３，６８２人、 小中学生１，６３５人 、幼児２，９１９人  

計８，２３６人 

・団体の内訳 

市内１８団体５９５人、市外６５団体２，３６４人 

幼稚園２２団体９８２人、保育所３１団体９３５人、こども園等７団体２５

６人、小学校９団体５１６人、その他１４団体２７０人 

 

○定例天体観望会 参加者数 ４２５人（１２回開催） 

 

○特別天体観望会 参加者数 ４５２人（５回開催） 

 スターウォッチング in 朝堂院（６月） 

 夏休み親子観望会（８月）、昼の金星観望会（８月）、 

お月見観望会（９月）、部分日食観望会（１月） 

 

○天文教室・講座 参加者数 ４５８人（１３回開催） 

 夏の天文教室（７月２回、８月３回） 

 冬の天文教室（１月２回、２月２回） 

 天文実験講座（７月１回）   

 天文学講座 （９月、１１月、１２月 各１回） 

 

○特別企画事業  参加者数 ２９４人（４回開催） 

 七夕コンサート（８月）、 秋の特別投影（１０月）、 

クリスマスコンサート（１２月） 

 JAXA 宇宙科学研究所特別天文講演会（２月） 

 

○開館 25 周年記念事業 

 25 周年記念番組「プラネタリアン」投影 観覧者数 ９６７人 

 25 周年記念「オリジナル缶バッチ」作成 配布数 ６００個 

 

○来館者総数１２，１７７人（ロビーのみ入館者 ２，３１２人） 

担当課 天文館 
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施策の成果と課題 

【成果（生涯学習課）】 

○生涯学習情報紙の発行や生涯学習推進ボランティアサークル「まなぼうや」への支援な 

ど、市民の自主的・自発的な学習活動を支援することができた。 

 

【成果（中央公民館）】 

○中央公民館では各種講座を開催し、市民に学習の場を提供することができた。子ども対象 

の事業では、地域の企業の協力を得て見学会を開催することができ好評であった。新たに将 

棋の講座を開催したところ、多くの参加があった。学年の差を感じさせない対局もあり、真 

剣な表情で取り組む姿勢を見ることができた。 

また文化講座では表現法などのポイントを聞いた後に落語を聴き、今までとは違う楽しみ 

方ができたと言う声が多数あり、伝統芸能の理解を深め味わうことができた。 

 

○市民文化展、公民館サークルの学習発表会では市民の創作による作品や学習内容などを発 

表する機会を提供するとともに、市民の文化活動の活性化を図ることができた。 

 

〇地区公民館では多種多様な講座を開催することにより、市民の自主的な学習支援や生涯学 

習の環境づくりに努めることができた。 

 

【成果（図書館）】 

○事業の開催時間や内容を工夫した結果、参加者が昨年度に比べ「おはなし会」は３３％、

「文学講座」は１８％増加した。 

 

○学校支援に努め、ニーズに応えた結果、貸出が昨年より３２％増加の２，４０５冊となっ

た。 

 

○他機関と協力して「地域で支える認知症」や「全国おはなし隊」事業を実施した。当館だ 

けではできない講演会やおはなし会などを開催し、新たな利用者の来館に結びついた。 

 

○新規登録のボランティアグループと参加型事業「むこうビブリオバトル」を開催し、他市 

からの参加者もあるなど好評だった。 

 

【成果（文化資料館）】 

○「くらしの道具展」では、市内・近隣市町から小学校団体見学を多数受け入れ、ボランテ

ィアの会会員による農具の使い方の実演や解説を行い、昔の生活について学習してもらう機

会を提供した。特別展では、向日神社の貴重な文化財（普段は非公開）を多数展示し、乙訓

屈指の古社である向日神社の歴史と文化について紹介することができた。 

 

○「ゴールデンウィークに資料館内を電車が走る！part８」では、「広報むこう」の掲載や 

小学生へのちらし配布により、親子連れを中心に、３日間で１，０９７人と多くの来場者が 
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あった。特別展関連事業として開催した２回の講演会はいずれも好評を得た。復元古代衣裳

を活用した「大極殿衣裳行列」では、向日市まつり当日のステージ発表と会場内の練り歩き

を通じて、参加者とスタッフが一丸となって古代の都・長岡京について広く発信することが

できた。 

 

【成果（天文館）】 

○天文館での投影番組や投影回数を増やし、継続して活性化事業等を展開するとともに、講

座や教室等の開催を通じて、子どもから大人まで楽しめる生涯学習の場として充実できた。 

また、宇宙航空研究開発機構（JAXA）の講師を招致するなど、多様な事業を通して多くの

方に天文への興味と関心を深めてもらうことができた。 

入館者については、前年度に引き続き１０，０００人を超えることができた。 

 

【課題（生涯学習課）】 

○生涯学習について、引き続き市民が自主的・自発的に学習活動に取り組めるよう、各課・ 

関係機関が行っている講座の情報について、より見やすい誌面となるよう効果的にとりまと 

める工夫が必要である。 

 

【課題（中央公民館）】 

○小学生対象の理科教室について、第１回（６月実施）は定員を超える申込みがあったが 

夏休み中の第２回・第３回は定員に満たない状況であった。他の部局が実施するイベント 

等と重なってしまうこともあり、学期中の土曜、日曜の開催を増やす必要がある。 

 

○子育て世代を対象とした講座について、保育ルームを設けるなど準備をしたが参加者は少

なかった。参加者からは非常に参考になったとの声を聞くことができた。多くの方が興味・

関心が持てるような周知方法の工夫が必要である。 

 

〇多様な市民ニーズに対応し、誰もが参加することができる環境を整え、学習活動のきっか 

けとなる講座の開催に努める。 

 

【課題（図書館）】 

○より多くの方に利用してもらうために、多様なニーズを把握して、資料の購入と事業展開

に反映させ、その情報を発信することが必要である。そのために職員の技能向上が必要であ

る。 

 

【課題（文化資料館）】 

○展示事業について、今後も展示内容の充実と積極的な広報に努め、入館者数の一層の増加 

につなげる必要がある。 

 

○文化活動事業について、展示事業と関連して開催する講演会は、多くの参加者にとって展 

示内容への理解と関心をより深める機会となっており、今後も魅力的なテーマ設定に努める 

必要がある。 
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夏休み子ども歴史教室など次世代向けの事業については、新しい試みとして取り入れた紙

漉き及び和紙作品づくりの体験が好評であったが、内容が固定化しないよう、今後も工夫し

たい。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○生涯学習に関する講座について、参加人数に差があるが、その分析をし、今後の講座に活

かしてほしい。 

 

○中央公民館の「将棋が強くなる！」教室は、幅広い世代との交流という視点でも期待でき

るので、今後も続けてほしい。 

 

○中央公民館と図書館の事業について、講座内容や開催時間の工夫により、多くの参加者が

集り、大変評価できる。 

 

○現在の子どもはスマートフォンを大いに利用しているため、図書館において、ネット情報

と本で得た情報のメリットとデメリットを知る機会を作ってほしい。 

 

○文化資料館と天文館の事業について、イベントの開催と同時に展示会や投影会を行うこと

は、多くの参加者を集め、展示内容や天文への興味や関心を深める機会となっており、大変

評価できる。 
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施策番号 ８ 

施策名 家庭・地域社会の教育力の向上 

 

施策の目指す姿 

 家庭教育はすべての教育の出発点であり、その担い手である保護者自身が学ぶための学習

機会の充実に努めるとともに、学校・家庭・地域社会が連携して、様々な活動を通して地域

の絆を強め、地域全体で子どもたちをはぐくむ環境づくりを推進する。 

施策の方向性 

① 家庭の教育力の向上 

② 地域社会の教育力の向上 

 

事業名 家庭教育講座 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○家庭及び地域の教育力の向上（基本的な生活習慣の重要性）について、市民

への理解を呼びかけ、地域での取組みの促進を図ることを目的に開催した。 

「笑顔の子育て講座 

   ～この話を聞くとわが子のやる気が変わります！～」 参加者：３５人 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 PTA との連携・支援 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○向日市 PTA 連絡協議会の活動に対する支援・助言 

○社会教育関係団体への補助金交付   交付団体：市立小中学校 PTA 

○向日市 PTA 連絡協議会、京都府との共催による人権研修会の実施 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 地域で支える学校教育推進事業 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○学校を核とした地域づくりを目的に、地域住民が自らの経験や知識を生かし

て学校の教育活動を支援する体制づくりを推進した。 

実 施 校：向陽小（Ｈ２６～）、２向小（Ｈ２４～）、３向小（Ｈ２１～） 

４向小（Ｈ２９～）、５向小（Ｈ２７～）、６向小（Ｈ２８～） 

勝山中（Ｈ２７～）、西ノ岡中（Ｈ２５～） 

実行委員：４５人 

内  容：学習支援、環境整備、読書活動支援、部活動支援など 

担当課 生涯学習課 
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事業名 放課後児童サポート事業 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○子どもの安心・安全な居場所づくりを目的に、５時間目終了後から高学年の

授業終了までの間、低学年を対象に自由遊び等を行った他、２向小では全学年

を対象に放課後学習を実施した。 

 実施場所：市内全小学校    

実施回数：１２４回（年間延べ１５，６３３人） 

 内  容：グラウンド・体育館での自由遊び、教室での自主学習など 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 ジュニア・リーダー養成講座 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○次世代のリーダーとして必要な知識、技術、コミュニケーション能力の習得

を目的に、野外活動・講話・実習などの体験学習や集団学習を行った。 

 参加者：１６人（小学校５、６年生：１４人 中学生：２人） 

 開講数：７回 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 青少年健全育成団体との連携・支援 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○青少年健全育成団体との連携 

・安全見守りパトロール、あいさつ運動の実施 

・市民ふれあいコンサートの実施 

・環境浄化活動の実施（携帯電話取扱店舗の立入調査） 

○青少年健全育成団体への補助金交付   交付団体数：４団体 

担当課 生涯学習課 

 

施策の成果と課題 

【成果】 

○家庭での子育てに関する講座を開催することで、家庭教育の担い手である保護者等に対し

て学習機会を提供することができた。 

 

○ PTA・青少年健全育成関係団体への活動に対する支援を行った。 

また、各団体間の交流を深めることができた。 

 

【課題】 

○家庭の教育力の向上を図るため、子どもの家庭教育に関する学習機会の提供や、基本的な

生活習慣の重要性や現代的課題などの理解促進に向けた取り組みを継続して推進することが

必要である。 

 

○地域全体で子どもたちをはぐくむ環境づくりを推進するため、地域で支える学校教育推進

事業における人材確保に努めるとともに、PTA や青少年健全育成関係団体の活動を継続して

支援することが必要である。 



37 

 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○家庭教育講座について、講座に参加したくなるようなわかりやすいタイトルになっており、参加者

が増えるよう工夫できている点が評価できる。また、今回のような評判の良い講座は続けるのがよ

い。 

 

○地域で支える学校教育推進事業において、地域や学校、関係者の事情を考慮し、学校のニ

ーズに応じた事業の充実を図ってほしい。 
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施策番号 ９ 

施策名 子育てを支援する保育環境づくり 

 

施策の目指す姿 

子育て支援のための施設の計画的な整備を図るとともに、時間延長等多様な保育サービス

の充実に努める。 

施策の方向性 

① 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会運営事業） 

② 幼児教育の振興 

 

事業名 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会運営事業） 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○放課後などに保護者等が仕事などで不在の小学生に、遊びや生活の場を提供

し、その健全な育成を図る。 

①各留守家庭児童会入会児童数 ６３６人(５月１日現在) 

  第１留守家庭児童会 １２６人（３クラブ） 

  第２留守家庭児童会 １２９人（３クラブ） 

  第３留守家庭児童会   ７７人（２クラブ） 

  第４留守家庭児童会 １２４人（３クラブ） 

  第５留守家庭児童会 １１７人（３クラブ） 

  第６留守家庭児童会   ６３人（２クラブ） 

②指導員研修会の実施  計８回（参加者延べ１９６人） 

 「不審者侵入の対応」について 

 「地震発生時の避難方法」について 

 「障がい児の福祉と育成支援」について 

 「救命講習」 

 「人権研修『エンパワメント  ­心の源の力の支援­』」 

 「消防訓練（指導員対象及び児童・指導員対象の計２回）」 

 「ワーキング研修『配慮を要する児童の育成支援について』」 

③施設環境整備 

  必要に応じて各児童会の施設修繕を行った。 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 幼児教育の振興 施策の方向性 ② 

事業概要 

実 績 

○向日市私立幼稚園就園奨励費補助金・向日市私立幼稚園児教材費補助金 

子どもの心身の健やかな成長を促す上で、極めて重要である幼児教育を行う

幼稚園への就園を奨励し、園児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、補助

金を交付 

就園奨励費：所得制限あり 

交付：園児６９９人 総額９３，７４０，８５０円 

教材費補助金：園児１人当たり４２，０００円 

交付：園児８５７人 総額３５，９９４，０００円 
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○向日市私立幼稚園設備費補助金 

市内私立幼稚園の教育環境の整備に対する補助金交付 

交付：市内３園 １園当たり２１０，０００円 

 

○乙訓私立幼稚園協会教育研究補助金 

乙訓私立幼稚園協会が実施した職員研修等に対して補助金を交付 

交付：１９５，０００円 

 

○向日市私立幼稚園特別支援教育振興補助金 

 市内３私立幼稚園特別支援教育に係る人件費に対し補助金を交付 

交付：市内３園 総額 １，８６２，０００円 

担当課 教育総務課 

 

施策の成果と課題 

【成果（生涯学習課）】 

○留守家庭児童会では、入会要件を満たす児童を全て受け入れたことで、保護者のニーズに

応えることができた。 

 

【成果（教育総務課）】 

○トイレの改修を行ったことにより、全留守家庭児童会のトイレを男女別化及び洋式便器を

整備することができた。 

 

○私立幼稚園に在園する園児の保護者のうち、多子世帯等の保護者負担軽減を拡充すること

により、更に保護者の経済的負担を軽減することができた。 

 私立幼稚園の設備、備品の整備を促進するとともに教職員の研修会等を支援することによ

り、幼児教育の振興を図ることができた。 

 障がいのある幼児を受け入れる私立幼稚園を支援することにより、障がいのある幼児の就

園促進及び教育振興を図ることができた。 

 

【課題（生涯学習課）】 

○児童が安心・安全に過ごすことができ、保護者も安心して就労することができるよう、各

留守家庭児童会において引き続き指導員の確保及び環境整備に努める必要がある。 

 

【課題（教育総務課）】 

○令和元年１０月からの幼児教育無償化に向け、市民に対して分かりやすい制度の説明や広

報が必要である。また、入園を検討している方に対し、広く周知を図る必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○指導員研修会について、必要な内容の研修が実施されていると評価できる。引き続き適時

適切に研修を実施し、指導員の育成に努めて欲しい。 
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施策番号 １０ 

施策名 スポーツの振興 

 

施策の目指す姿 

市民が健康で心豊かに暮らせるよう、市民一人一人のライフステージに応じたスポーツ活

動の推進とスポーツに親しめる環境の充実に努める。 

施策の方向性 

① スポーツ活動の推進 

 

事業名 各種スポーツイベントの開催 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

・市民総合体育大会    参加者：６９９人 

・スポーツ交流フェア（スポーツ文化協会 60 周年記念共催事業） 

参加者：８３８人 

・スポーツランド     参加者：６８４人 

・東京 2020 オリンピック・パラリンピックフラッグツアー引継ぎ式  

参加者：７０人 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 市民体育館の管理運営 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

・平成１８年度から指定管理者制度を導入し、平成２８年度から５年間の指定

管理者に（公財）向日市スポーツ文化協会を指定している。 

  体育室稼働率：９０．１％ 

  トレーニング室利用者：２４，６４７人 

・新体操用マット一式を新調した。 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 スポーツ指導者育成 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

・スポーツ推進委員の育成  

研修会の開催（毎月１回）、スポーツイベントへの派遣など 

・スポーツ指導者研修会の開催（スポーツ文化協会 60 周年記念共催事業） 

「オリンピックで得たもの」 

  近畿大学水上競技部監督  山本 貴司氏  参加者：２８０人 

担当課 生涯学習課 

 

事業名 学校等体育施設開放事業 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

社会体育の振興を図るため、学校等体育施設の開放を行った。 

 使用回数 ○小学校  体育館：２，１７２回  グラウンド：１，８２５回 

      ○中学校  体育館：８４８回 

      ○向日町競輪場スポーツ施設：９５８回 

担当課 生涯学習課 



41 

 

 

施策の成果と課題 

【成果】 

○向日市スポーツ文化協会６０周年の年にあたり、同協会と共催したスポーツ交流フェアや

スポーツ指導者研修会において、多数の参加者を得られた。また、東京オリンピック・パラ

リンピックフラッグツアー引継ぎ式を実施し、気運の醸成を図った。 

 

〇老朽化した市民体育館の新体操用マットを新調したことにより、安全面の確保ができ、ま

た競技スポーツの向上にも寄与した。 

 

【課題】 

○自らの意欲や健康状態に応じて、誰もが気軽にスポーツに取り組めるよう、引き続き（公

財）向日市スポーツ文化協会や関係機関・団体と連携して事業に取り組む必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○向日市スポーツ文化協会の６０周年記念事業と共催したスポーツ交流フェアは昨年度より

参加者が大幅に増加し、大変評価できる。他の事業との共催は多くの参加者を得るのに非常

に効果的である。 
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施策番号 １１ 

施策名 多様性を認め合う社会の実現 

 

施策の目指す姿 

 市民が生涯のあらゆる場や機会を通じて、人権尊重の理念や、同和問題など様々な人権問

題についての正しい理解と認識を深めるとともに、実践につながる自発的な学習活動の促進

と、その啓発に努める。 

施策の方向性 

① 人権教育の推進 

 

事業名 人権研修会 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

市民がそれぞれの状況に応じて、人権尊重の理念に対する理解を深め、これを

体得することができるよう、人権について学ぶ機会として開催する。 

 第１回「防ごう！守ろう！子どものネットトラブル」 参加者：６１人 

 第２回「はじめてみよう！これからの部落問題学習 

       ～部落問題をどう語り、伝えるのか～」 参加者：３９人 

 第３回「エンパワメント～心の源の力の支援～」   参加者：３６人 

担当課 生涯学習課 

 

施策の成果と課題 

【成果】 

○異なるテーマを取り上げたことにより、さまざまな人権問題について正しい理解と認識を

深めることができた。第１回目は向日市ＰＴＡ連絡協議会・京都府と共催で開催し、子ども

のネットトラブルについて取り上げ、ＰＴＡから多くの参加があり、アンケートで親子で携

帯電話の利用について話し合いたいという声が多く寄せられた。第３回目は、保健福祉関係

者研修として留守家庭児童会指導員対象にワークショップ形式の研修を実施し、人権意識の

高揚につながる研修であった。 

 

○人権研修会の広報活動として、公民館で活動しているサークル団体へのＰＲ活動を行うこ

とで多くの人に興味を持っていただき、研修会への参加につなげることができた。 

 

【課題】 

○より多くの市民に参加してもらえるよう、市民に身近なテーマの選択や周知方法等を工夫

する必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○研修会への参加者を増やすために、公民館のような人が集まる場所での広報活動は評価で

きる。また、さらに効果的な広報の仕方も検討し、参加者の増加に努めてほしい。 
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○多岐にわたる人権内容を限られた研修回数の中でバランス良くテーマを設定し、研修会を

開催できていると評価できる。 
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施策番号 １２ 

施 策 名 歴史・文化資源の整備と活用 

 

施策の目指す姿 

 文化財の保護及び積極的な整備や活用に努め、歴史・文化資源を未来に継承する。 

施策の方向性 

①  文化財の保護と活用 

 

事業名 文化財の指定等 施策の方向性 ① 

事業概要 

実  績 

○史跡 

  史跡長岡宮跡         平成３１年２月２６日 追加指定 

  史跡乙訓古墳群 五塚原古墳  平成３１年２月２６日 追加指定 

          寺戸大塚古墳 同上 

○国登録有形文化財 

  旧上田家住宅 ５棟      平成３１年３月２６日 登録 

 

○京都府暫定登録文化財（平成２９年度新設） 

  物忌木簡 長岡京跡出土 １点 平成３１年２月 １日 登録 

 

平成３０年度末の市内の国・府・市の指定文化財等は９６件となった。 

（前年度比６件の増） 

担当課 文化財調査事務所 

 

事業名 有形文化財の保護と活用事業 施策の方向性 ① 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

実  績 

 

 

 

 

 

 

 

 

○建造物の保護と活用 

・旧上田家住宅活用 

平成２８年度に史跡長岡宮跡買上事業に係り寄附を受けた農家住宅の活用

について検討を行った。 

  庁内活用プロジェクト会議 ３回（うち、１回は先進地視察） 

  活用実施設計の作成 

   

・防火・防犯 

文化財火災予防運動の期間、広報活動、消防訓練、消防設備の点検立入検

査 

   消防訓練 平成３１年１月２０日（日） 向日神社 

 

・維持管理 

国及び京都府指定文化財（建造物）修理・防災設備維持管理、災害普及に 

補助 

３件 ４５１，０００円 
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ｗ ・文化活動補助 

  国登録有形文化財を活用した文化活動に補助 １件 ４０，０００円 

担当課 文化財調査事務所 
 

事業名 無形文化財の保護と後継者育成事業 施策の方向性 ① 

事業概要 

実  績 

○無形民俗文化財の保護と活用 

  保存団体の文化活動と後継者育成に補助 ２件 ７０，０００円 

担当課 文化財調査事務所 

 

事業名 史跡の保護と活用事業 施策の方向性 ① 

事業概要 

実  績 

○史跡公園整備事業 

史跡長岡宮跡大極殿西・北面回廊地区の保全整備し、隣接する史跡指定地

等との一体化を行い活用の促進を図るため、遺構表示や回廊の建物復元な

どの史跡整備工事（２か年事業の２年目）を行った。 

 整備工事面積    １，７１２．８８㎡  

整備完了後活用面積 ５，６１２．８８㎡ 

 竣工式 平成３１年３月２３日（土） 参加者２６６人 

 

○物集女城跡地籍整備事業 

物集女城跡の適正な保護と活用の促進を検討するため、国土調査法に基

づき、城跡及び周辺地域の境界確定測量を行った。 

  ・面積 １．６㏊ 

 

○保存団体への補助 

  市内に所在する史跡等の保存団体に対し文化活動補助 

・３団体 ７８，０００円 

 

○維持管理 

史跡指定地等の文化財用地の清掃、除草、樹木の剪定を実施し、史跡環境

の保全に努めた。 

・８か所、延５１回 

担当課 文化財調査事務所 

 

事業名 埋蔵文化財の保護と活用事業 施策の方向性 ① 

 

 

事業概要 

実  績 

 

 

○開発等に係る埋蔵文化財の審査  

 ・開発、まちづくり条例に係る文化財審査   ４６件 

 ・建築確認申請に係る文化財審査      ３１６件 

 ・埋蔵文化財発掘届出書受理        ３０６件 

 ・埋蔵文化財発掘通知書受理         ２６件 

○埋蔵文化財発掘調査等事業  



46 

 

え  ・埋蔵文化財発掘調査       １２件 １７３２．００㎡ 

・埋蔵文化財詳細分布調査  ２７８件 

・各種埋蔵文化財調査に伴う出土遺物  ４７箱 

 

○埋蔵文化財出土遺物保存処理事業 

・長岡京跡ほか出土銭貨 ５０点 

 

○埋蔵文化財出土遺物整理分類事業 

埋蔵文化財発掘調査等の出土遺物を活用度に応じＡ～Ｄの四種類に分類し、

そのデータベース作成を実施した。 

・平成３０年度コンテナ４８箱４１３点（点数は活用できるＡ.Ｂ分類のみ） 

・累計コンテナ１１，８７５箱７２，１３６点（点数は活用できるＡ.Ｂ分類

のみ） 

担当課 文化財調査事務所 

 

事業名 文化財の広報普及事業 施策の方向性 ① 

事業概要 

実  績 

○史跡長岡宮跡朝堂院公園公開・説明（平成２２年６月２２日 開所） 

 ・開園日数            ３４９日 

・来訪者数     ８，４５５人 

・１日平均    ２４．２３人 

 ・累計来訪者数 ６５，３３４人  

 ・市内小学校の学年、クラス単位の地域学習や教職員研修の場として朝堂院

公園を活用した。 

 

○復元体感アプリ「ＡＲ長岡宮」の活用（平成２６年３月末配信） 

 

 ・利用者数    １，１３３人 

ダウンロード      ５８９人 

貸出タブレット    ５４４人 

 ・累計利用者 １５，５１７人 

          ダウンロード   １０，９４３人 

貸出タブレット  ４，５７４人 

 

○復元体感アプリ「墳タビ！物集女車塚古墳」の活用 

（平成２９年３月末配信） 

 ・利用者（ダウンロード）数       ３６４人 

・累計利用者（ダウンロード）数   ４，１４５人 

 

○模型の展示 

平成２８年度に実施した「長岡宮大極殿等一部復元プラン策定事業」で作 

成した史跡長岡宮跡朝堂院西第四堂復元模型を広報普及目的で、本年度も 
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引き続き市役所本館エントランスに展示した。 

 

○古代衣装の貸出（長岡京期の衣装 男女各４着） 

・貸出数 ３２人 

 

○史跡乙訓古墳群物集女車塚古墳石室一般公開 

 ・一般公開  期 間 平成３０年５月２３日～平成３０年５月３１日 

        見学者 ４２７人 

 ・臨時公開  期 間 申込日（随時） 

        見学者 ２６７人（市内小学校及び大学等） 

 ・その他、公益財団法人向日市埋蔵文化財センターでは、石室公開に併せ、

小学校でふるさと学習を実施した。 

 

○市民考古学講座開催事業  

「継体天皇の時代とオトクニ」を主題とし、講座５回と講演会１回を実施し

た。 

・参加者 計６９５人 

 

○埋蔵文化財調査成果展の開催 

 ・展示会名  前年度の調査成果と埋文センター設立３０周年記念展示を同時

開催 

期 間 平成３０年９月１日～平成３０年１０月８日 

         来館者 １，９５４人 

 ・講演会  開催日 平成３０年９月２９日(土) 

        演 題 「土器に文字を書くこと」 

        参加者 ５３人 

                                        

○スタンプラリー開催 

・名 称 史跡めぐり 大発見向日市～桓武天皇の王宮を訪ねて～ 

・内 容 市内５か所の史跡長岡宮跡等をめぐるｳｫｰｷﾝｸﾞｲﾍﾞﾝﾄ 

 ・開催日 平成３１年３月２３日(土) 

・参加者 ２６６人 

・備 考 史跡長岡宮跡大極殿回廊地区竣工事業として実施 

 

○史跡整備竣工記念講演会 （文化庁主任調査官） 

 ・開催日 平成３１年３月２３日(土) 

 ・演 題 発掘最前線～遺跡を守り伝える 

 ・参加者 １３１人 

・備 考 史跡長岡宮跡大極殿回廊地区竣工事業として実施 
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○スライドでみるおとくにの発掘 

平成３０年度に乙訓地域で実施した主な埋蔵文化財発掘調査成果をスライド

などで広く市民に報告した。 

 ・主 催 乙訓文化財事務連絡協議会 

（２市１町教育委員会、向日市・長岡京市埋蔵文化財センター） 

・開催日 平成３１年３月２日(土) 

・場 所 物集女公民館 ２階 大会議室 

 ・参加者 １００人 

 

○埋蔵文化財等保管資料の活用 

 ・出土遺物等資料の貸出       ６機関に４５５点 

・写真資料提供、掲載等承諾     ８機関に ３９点 

・保管資料の調査・見学対応     ３機関に ８７点 

 

○史跡長岡宮跡朝堂院西第四堂復元・体感具の活用 

 ・目 的 史跡長岡宮跡の適切な保全と、広報普及等の利用促進のため、空

気で膨らませることができる塩化ビニル製の朝堂院西第四堂を作

成し向日市まつり等で公開した。 

           利用者 ６９９人 

 

○観光振興事業 

 ・史跡長岡宮跡大極殿回廊地区整備事業において、５か国語（日本語、英

語、中国語＜繁体・簡体＞、韓国語）の案内板を設置した。 

 ・向日市の文化遺産を紹介する既存のカラーパンフレットの内、「長岡京

跡」を紹介したものを英語化した。今後、随時、５か国語（日本語、英

語、中国語＜繁体・簡体＞、韓国語）で発行予定。 

 

担当課 文化財調査事務所 

 

事業名 歴史・文化拠点の整備 施策の方向性 ① 

事業概要 

実 績 

○ソフト面の整備 

特別展のテーマに合わせ、向日神社の祭礼と向日市内の年中行事を紹介する映

像番組を制作した。また、特別展の開催にあわせ、展示図録『向日神社』を作成・

発行した。展示期間中だけでなく、向日神社の歴史と文化に関わる基本的事項を

コンパクトにまとめたものとして、今後利用できるようにした。 

さらに、向日神社における『御鎮座千三百年記念 向日神社史』編さんにあた

り、向日市史編さん事業およびこれまでの文化資料館における調査成果を提供

し、原稿の作成に協力した。その結果、向日神社の歴史を詳しくまとめた『向日

神社史』とその簡易版が作成され、当館はじめ図書館・小中学校・各区事務所な

ど公共機関に寄贈され、活用されることになった。  
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○市民活動の推進 

（１）文化資料館ボランティアの会の育成 

常設展示案内を中心に来館者に応対するガイド班と、収蔵資料の整理、民具

の展示などに取り組む資料整理・展示班に分かれて活動するボランティアの会

の育成・支援を行った。（登録者 ２１人） 

（２）むこうまち歴史サークルの育成 

 文化資料館を拠点とする自主学習サークルとして、テーマごとに計４班を編

成し、各班毎月２回の学習活動を支援した。また、サークル全体での合同研修

会を実施し、他団体と講演会を共催した。（登録者 ４４人） 

担当課 文化資料館 

 

施策の成果と課題 

【成果（文化財調査事務所）】 

○「歴史的風致維持向上計画」に基づき、史跡整備地周辺道路の美装化や、史跡整備地に隣 

接してデジタルサイネージの設置など他部課の事業と連携し、文化財の活用促進に努めるこ 

とができた。 

また、文化財を適切に保護するとともに、復元・体感アプリケーション「ＡＲ長岡宮」や 

「墳タビ！物集女車塚古墳」などの配信、展示会や講座、講演会、史跡めぐりの開催など、

地域の特色ある歴史・文化資源の魅力を引き出し高めるため、エアー遊具を用いた歴史解説

や説明板やパンフレットの多言語化など多彩な文化財の保護と活用を推進することができ

た。 

その結果、市民の文化財保護への理解を深め、史跡への来訪者や講演会等の参加者増など 

の成果を上げることができ、文化財を核とした地域振興、観光振興などのまちづくりにも寄

与することができた。 

 

【成果（文化資料館）】 

○向日神社の祭礼と、向日市内の年中行事について、分かりやすくまとめた映像番組を制作

することができた。 

 

○文化資料館ボランティアの会は、例年どおり、常設展示の個別案内、団体見学対応、夏休

み子ども歴史及び連続ワークショップの運営補助、収蔵資料の整理・清掃、民具の展示な

ど、幅広く活動した。 

 また、古代衣裳製作及び乙訓地域地形模型制作のボランティア活動では、市民有志が自主 

的な運営により創造的活動を、年間を通じて活発に行った。 

 

【課題（文化財調査事務所）】 

○史跡乙訓古墳群や史跡長岡宮跡、向日神社など本市の特色ある歴史・文化資源は、市内 

外への認知度が必ずしも十分ではない。このため、歴史・文化資源を地域の歩みを物語る 

「宝」として、「後世に残したい」という思いを市民の間で共有されるよう、広くその価値

を高めるため、多彩できめ細やかな保護と活用、情報の発信を継続して実施していく必要が

ある。 
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○平成３０年９月４日に本市を通過した台風２１号により、市域の史跡や社寺など歴史文化 

遺産も暴風に見舞われ、屋根瓦の落下など建物の一部損壊、倒木や倒木による根返しなどの

被害が発生した。幸い保存に大きな影響を及ぼすものではなかったが、復旧のための財政的・

人的支援等について検討していく必要がある。 

 

【課題（文化資料館）】 

○調査活動については、引き続き市内の潜在的歴史資源の発見・保存・活用を図る必要があ

る。ソフト面の整備においては、本市の歴史・文化資源について分かりやすく発信するメデ

ィアとして映像番組が有効であり、今後も改良したい。古代衣裳復元の取り組みは、研修会

を開催するなど、ボランティアが長岡京期の衣裳について理解を深め、復元製作技能を高め

るとともに、新規メンバーの拡大に努め、より充実した活動ができるように支援していく必

要がある。 

 

○市民活動の推進について、ボランティアの会の新規入会が少ない傾向が続いていたが、最

近、数名の新規入会があった。しかし、その一方で退会もあり、なお会員数は少ないため、

今後も呼びかけ方の工夫に努める必要がある。 

 

外部評価委員評価及び意見等 

○旧上田家住宅について、市民に開放できる貸室を設ける計画は、貸室を利用する市民にと

って長岡宮跡の展示等を見てもらう機会にもなり、長岡宮跡の広報普及の拠点として大変評

価できる。 

 

○展示図録『向日神社』の作成や映像番組の制作は、小中学校等の公共機関で広く活用する

ことができ、大変価値が高い。 
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諸報告資料 

 

向日市議会令和元年第３回定例会一般質問答弁要旨及び総務文教常任委員会質疑について 

 

令 和 元 年 １ ０ 月 １ 日  

教 育 総 務 課  
 

 令和元年９月９日から１１日までに開催されました、向日市議会令和元年第３回定例会一般質問

答弁について、教育委員会分は以下のとおりでしたので報告します。  
 

質  問  要  旨  答    弁    要    旨  

（ 公 明 党 議 員 団  

長 尾  美 矢 子 ） 

防 災 に つ い て  

体 育 館 の ト イ レ に つ

い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

洋 式 ト イ レ に つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【教育長答弁】 

避難所になる小中学校の体育館で、多目的トイレが設置されてい

るのは、向陽小学校、第４向陽小学校及び勝山中学校の３校であり、

そのうち第４向陽小学校が、外部から、障がいのある方にも利用が可

能なトイレとなっている。 

第４向陽小学校のトイレについては、平成２５年に実施した体育

館の耐震補強工事の際に、平成７年施行の京都府福祉のまちづくり

条例に基づき、外から出入り可能な体育館器具庫の一部を、多目的ト

イレとして新設したものである。 

その他、第４向陽小学校以外の小中学校８校については、外からも

出入りできる通常のトイレを設置している。また、小中学校について

は、障がいのある児童生徒が利用できるよう、その状況に応じたトイ

レを別途整備してきたが、京都府福祉のまちづくり条例に適合する

スペースが構造的に確保できないことや、既存校舎の高低差がスロ

ープでは解消できないといった、根本的な課題があったことから、現

在、進めているトイレ改修の５か年計画の中では、多目的トイレの整

備を盛り込むには至らなかったところである。 

しかしながら、避難所になる学校に多目的トイレを設置すること

については教育委員会としても必要であると考えており、大規模改

修や改築時に、外からの出入りの可否も含めて、多目的トイレの設置

について検討してまいりたい。  

本市では、全小中学校のトイレの洋式化などの改修を、毎年度、１

校に１か所を基本に、平成２８年度から５か年計画で実施しており、

４年目を迎える本年度末で、計画の３５か所中２９か所の整備が完

了する。 

改修内容としては、和便器から洋便器への変更をはじめ、衛生に配

慮した自動点灯、自動洗浄及び床の乾式化、また環境に配慮したＬＥ

Ｄ化などであり、明るく衛生的なトイレ整備を計画的に実施してい

るところである。 

学校からは、洋式化等の改修により、「児童生徒が快適に使用して

いる」、「進んで掃除に取り組んでいる」などの報告を受けているが、

一部の学校からは、休み時間の状況によっては、洋式トイレを求める
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（ Ｍ Ｕ Ｋ Ｏ ク ラ ブ  

和 島  一 行 ） 

Ｕ Ｄ フ ォ ン ト の 導 入

に つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

女子児童が、混雑するという声も聞いている。 

令和２年度には整備計画が完了するので、その時点で使用状況を

調査するとともに、将来の児童生徒数の推計も考慮に入れ、未改修ト

イレの和便器から洋便器への変更について、検討してまいりたい。 

 

【教育長答弁】 

「ＵＤフォント」とは、ユニバーサルデザインに配慮したフォント

であり、「ユニバーサルデザイン」とは、いわゆるバリアフリーが障

がいによりもたらされるバリアに対処するとの考え方であるのに対

し、あらかじめ、障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず、多

様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインするとの考

え方である。 

議員ご指摘のディスレクシアとは、基本的に全般的な知的発達に

遅れはなく、読むことに著しい困難を示す障がいと考えられており、

本年５月１日現在、本市の小中学校において、ディスレクシアとの診

断を受けている児童生徒は報告されていない。 

しかしながら、読み書きに困難のある児童生徒は数名おり、各学校

において一人一人の状況に応じた支援を行っているところである。 

行を飛ばして読んでしまう場合には、読んでいる箇所だけが見え

るようにしたシートを用いたり、すらすらと音読することが難しい

場合には、教科書本文の文節に斜線を入れて読みやすくしたり、音声

ペンをタッチして読むことのできる教材を用いたりするなど、各学

校において、当該児童生徒が困難さを感じる内容と、学習する場や状

況に応じて配慮や支援をしている。 

また、教員が作成する教材については、使用フォントの種類のみな

らず、見やすい文字サイズにしたり、行間を十分に空けたりするな

ど、読むことに対する困難さを感じる児童生徒だけでなく、全ての児

童生徒に分かりやすいものとなるように配慮している。 

議員お尋ねのＵＤフォントの導入について、全ての児童生徒に分

かりやすいユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業を行うた

めには、それぞれの困難さに応じた指導・支援ができるよう、適切な

学習環境の整備とともに、指導方法や教材の工夫が重要であり、見や

すいフォントの導入もそのひとつであると考えている。 

現在、学校で教科を教える主たる教材として使われている教科書

については、各発行者において、フォントを大きくしたり太い線を使

用したりといったフォントに関する取組や、色覚の特性に配慮した

見やすい色を使用したり色だけで情報を伝えないように模様をつけ

たりするなどカラーユニバーサルデザインに関する取組のほか、重

要な部分を囲むことにより明確に視覚化したり写真を重ねる際には

境目をわかりやすくしたりするといったレイアウトに関する取組な

ど、教科書のユニバーサルデザイン化に向けた取組が進められてお

り、教科書が障がいその他の特性の有無にかかわらず児童生徒にと

って読みやすいものとなるように改良が進められているところであ
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多 様 性 を 認 め る 教 育

に つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

本年度は、来年度から使用する小学校の教科書を新たに採択した

ところであるが、ＵＤフォントの使用などユニバーサルデザインへ

の配慮についても議論した上で、教科書を採択したところである。 

議員紹介の奈良県生駒市では、市内小中学校の教職員のコンピュ

ータにＵＤフォントを導入し、各学校で作成するプリントなどの学

習教材で利用されていると聞いている。 

本市においては、児童生徒が直接使用するコンピュータ教室のコ

ンピュータについて、昨年秋にシステム更新を行った向陽小学校、第

２向陽小学校及び全中学校において、議員ご紹介の一部のＵＤフォ

ントが Windows の標準フォントとして導入されており、すでに利用

しているところである。 

また、残る４校についても、本年秋にシステム更新を予定してお

り、最新の Windows を搭載することになるので、これにより全校の

コンピュータ教室でＵＤフォントが導入されるものである。 

一方、小中学校の教職員が学習教材を作成するために用いている

コンピュータには、現在のところＵＤフォントは導入されていない

が、旧型の Windows に対しても、無償のフォントが供給されている

ので、技術的な問題や既存システムへの影響等を含めて、今後導入に

向けて検討するとともに、システム更新の際には最新の Windows を

採用し、ＵＤフォントを導入してまいりたい。 

本市においては、自立と共生、人権尊重をキーワードとして市民の

信託と期待に応える教育を推進しているところであり、学校教育に

おいては、生命や人間の尊厳、人権の意義、障がいのある人の人権な

ど、お互いの個性や価値観を尊重し、多様性を認める態度を育む教育

活動を推進しているところである。 

１点目の障がい者理解教育について、子どもの頃から障がいの有

無にかかわらず、共に助け合い学び合う精神を育むことが重要であ

り、小学校においては、１年生から６年生まで発達段階に応じて系統

的に学習を進めている。 

例えば、低学年では特別支援学級について知り、一緒に遊んだり、

給食や掃除などの活動を一緒に行ったりすることで、お互いに違い

を認めて協力することの良さを感じ、中学年では視覚障がいについ

てアイマスクを体験するなど具体的な障がいについて知り、高学年

では、５年生の林間あるいは臨海学習、６年生の修学旅行で特別支援

学級の児童と行動をともにすることで思いやりや助け合いの良さに

気付き、共に力を合わせて生きる大切さなどを学んでいる。 

中学校においては、例えば、福祉体験学習で、手話や要約筆記、点

字の実習を行ったり、実際に車いすを使った移動や目の不自由な方

への援助を体験したりすることで、障がいのある方への配慮や支援

について理解を深め、一人一人が取るべき行動について考え、共生社

会を実現しようとする意欲と態度を育んでいる。 

また、各学校では、特別支援学級の児童生徒が教科や学習内容に応
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じて、通常学級の児童生徒と一緒に学習する他、体育祭などの学校行

事や、お祭りなど地域の行事にも参加し、通常学級の児童生徒と特別

支援学級の児童生徒の交流を図る中で、相互に理解を深めていると

ころである。 

さらに、特別支援学校に通う小学部の児童が、居住する校区の小学

校の授業に参加したり、中学部の生徒が校区の中学校の文化祭を見

学したりする他、長期休業期間中には、市内の各小学校を会場とし

て、特別支援学校の児童生徒と校区の特別支援学級の児童生徒が障

がいのない児童とともに、クイズや遊びなどを行う交流の集いを実

施しており、参加した児童生徒からは「心が分かり合える友だちにな

れるように頑張っていきたい。」「しにくさのハードルがあるのに、そ

こにいじめのハードルをさらに乗せてはいけないと思った。」など感

想があり、こうした交流の積み重ねによって、児童生徒一人一人が、

個性を認め合うことの大切さに気付き、共に助け合い、支え合って生

きていくことの大切さを学んでいる。 

次に、２点目の性的マイノリティ教育に関してですが、学校教育に

おいて、性同一性障害に係る児童生徒や性的マイノリティとされる

児童生徒への適切な支援とともに、すべての児童生徒の人権が尊重

され、誰もが自分らしく生きることができるよう、理解と認識を広げ

る教育が必要であると考えている。 

そのためには、各学校において、全教職員が、多様な性の在り方な

どの概念について正しく理解・認識することが重要であり、また、日

頃、指導に当たる教員には、悩みや不安を抱える児童生徒のよき理解

者となり、その時々の状況に応じた、きめ細かな対応が求められると

ころである。 

このため、教職員に対しては、服装や修学旅行での対応など、具体

的対応事例等を記した、文部科学省作成の性同一性障害や性的指向・

性自認についての教職員向けのパンフレットを配付し、各小中学校

で性同一性障害等にかかる児童生徒へのきめ細かな対応について、

教職員の理解促進を図っている。 

また、昨年度、教育委員会が主催する向日市教職員研修において、

ＬＧＢＴへの理解と児童生徒に対するきめ細かな対応について、研

修を実施した。 

 議員ご質問の、中学校の生徒に対しての教育についてであるが、性

的マイノリティ教育については、現在、使用している保健体育の教科

書に記載はないが、平成３０年３月に発行された、京都府教育員会作

成の人権学習資料集に、「性的指向・性自認」についての資料が掲載

されたことも踏まえ、中学校においては、同資料などを活用し、多様

な性の在り方について正しく理解・認識させ、性的指向や性自認を理

由とする偏見や差別をなくそうとする意欲や態度を身に付けさせる

授業を始めているところである。 

教育委員会としては、今後、性的マイノリティ教育に関する先進的

な取組も把握しながら、児童生徒一人一人が多様性を受け入れる心
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（ 令 和 新 政 ク ラ ブ  

上 田  雅 ）  

観 光 と 商 工 業 に つ い

て  

（ 仮 称 ）長 岡 宮 内 裏 観

光 交 流 セ ン タ ー に つ

い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 飛 鳥 井  佳 子 ）  

識 字 率 ア ッ プ や ス マ

ホ 認 知 症 対 策 に つ い

て  

 

情を養い、自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることので

きる、しっかりとした人権感覚を持つ児童生徒の育成に努めてまい

りたい。 

 

【教育長答弁】 

この観光交流センターの核となるのが旧上田家住宅である。 

この旧上田家住宅は、平成２８年度に、文化財の保護と活用を目的

とした史跡長岡宮跡の用地買い上げ時に所有者から寄附を受けた建

物で、明治４３年３月に建築され、昭和１７年に現在地に移築され、

今日まで良好な形で維持されてきた都市近郊の農家住宅であり、平

成３１年３月２９日付けで主(しゆ)屋(おく)や内蔵(うちぐら)、外

(そと)蔵(ぐら)など５棟の建物が国登録有形文化財となったところ

である。 

観光交流センターの整備計画は、平成２９年度に実施した埋蔵文

化財発掘調査の成果や庁内プロジェクトチームの意見集約等に基づ

き活用計画を作成し、平成３０年度に国や京都府などの関係機関と

協議の上、諸条件を整理の上、敷地内の遺構整備と建物の耐震補強や

活用に必要な改修などの実施設計を行ったところである。 

質問の「建物本体と西側に存在する関連した土地」については、一

帯が桓武天皇の御所である内裏を防御する二重の築地という塀があ

った場所で、旧上田家住宅の敷地では内側の塀、内裏内郭築地回廊跡

を表面表示し、西側の土地には外側の塀、内裏外郭築地の一部を立体

的に再現し、また、耐震補強した旧上田家住宅内では長岡宮跡の展示

解説も行い、当時の姿を想像して頂けるよう一体的な整備を計画し

ている。 

そして、本年度は、実施設計に基づき年度末の竣工を目途に整備工

事を実施し、令和２年度をディスプレイや運用体制を定める準備期

間としており、その中で近隣の皆様への説明を行うとともに「集客見

込み」や「ランニングコスト」を算出することとし、令和３年度にオ

ープンして参りたいと考えている。 

 この観光交流センターの運用については、貴重な文化財として適

切に保護するとともに、先ほど申し上げた長岡宮跡を解説する展示

室のほか、食事などもできる休憩所やトイレを備えた市内の散策ル

ートの観光拠点として、また、古民家を活用した昔の生活体験の場

や、地域の方々に様々な会議や催し物の会場として使用していただ

ける地域コミュニティの場ともなる施設として、｢観光振興」及び「地

域振興」に寄与するよう努めてまいる所存である。 

 

 【教育長答弁】 

 情報化やグローバル化といった社会的変化が人間の予測を超えて

進展する中で、様々な情報を理解して考えを形成し、文章等により表

現していくために必要な読解力は、学習の基盤として時代を超えて

常に重要なものであると考えている。 
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 また、議員ご紹介の国立情報学研究所、新井紀子教授は、人工知能

プロジェクトの研究の中で、読解力に関する調査として「リーディン

グスキルテスト」（ＲＳＴ）を開発された。 

 この「ＲＳＴ」は、人が文章を「読む」際の読解プロセスに着目し、

「文節に正しく区切る」「『誰が』『何を』『どうした』といった構造を

正しく認識する」「常識や知識から推論して、未知の用語の意味を位

置づける」など、文章の読解に必要な力を１１のプロセスに区切り、

多面的に「読む力」を測るものである。 

 このテストにより、つまずきの原因となる学習スキルの習得不足

や、気づかない不適切な学習行動といった様々な要因を明らかにし、

学習に取り組む際に、そのつまづき部分に留意させ、不足しているス

キルを練習させたり、知識を補ったりすることで、「読む力」は大き

く向上するとされている。 

 このプロジェクトにおいて、全国の小学生から社会人まで、約２万

４千人を対象に「ＲＳＴ」を使って調査をされ、「中学３年生の約１

５％は、主語が分からないなど、文章理解の第一段階もできていなか

った。」「基礎的な読みができていないと、運転免許など資格の筆記試

験にも困難が伴うと予想され、中学卒業までに中学の教科書を読め

るようにしなくてはならない。」といった読解ができていない実態や

これからの課題を指摘されているところである。 

 現在、「ＲＳＴ」は、企業や大学、学校で活用され始めており、す

でに、福島県や埼玉県戸田市、東京都板橋区など、全国で小中高等学

校合せて１００校以上で導入され、一人一人の読解力の状況を把握

したり、読解力を高めるための授業改善に活用されているところで

ある。 

 今年度、京都府教育委員会も「ＲＳＴ」の活用研究に着手し、府内

２校を研究指定校としたところであり、その一つが本市の西ノ岡中

学校であり、今後２年間「リーディングスキルテストを活用した論理

的思考力の育成推進校」として、研究を始めたところである。 

 同校では、８月１日には、専門の研究員を講師に迎え、校内研修を

開催し、教員が、「ＲＳＴ」の開発の経緯や意義、どのように活用す

るのかなど、基本的な内容を学んだところであり、こうした内容を、

さらに、夏期研修で校区の小学校教員にも広げているところである。 

 私自身も、新井紀子教授の著書を通じ、ＲＳＴの研究に注目してい

たところであり、これからの時代を生きる子ども達に読解力を身に

付けることは極めて重要であると考えており、府教育委員会とも緊

密に連携を図りながら、西ノ岡中学校における読解力向上に向けた

研究が着実に進められるよう努めてまいりたいと考えている。 

 次に「スマホ認知症」についてであるが、文部科学省のホームペー

ジの小中学生と保護者向け啓発資料の中で、いわゆる「ネット依存」

で体調をくずし、学校に行けなくなり、医師に助けを求める青少年が

急増していることや、これまで多かったパソコンのオンラインゲー

ムで依存になるケースに加え、スマートフォンのゲームやインター
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（ 令 和 自 民 ク ラ ブ  

松 本  美 由 紀 ） 

本 市 の Ｐ Ｒ に つ い て  

自 転 車 利 用 の 促 進 及

び 自 転 車 競 技 の 活   

性 化 に つ い て  

② 自 転 車 競 技 の 活 性

化 に つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネットにのめりこみ、歩きながらや布団の中でも手放せない人が多

くなっているとの紹介がされている。 

 また、テレビや新聞等でも「スマホによる脳過労」「オーバーフロ

ー脳」などと呼ぶ脳神経外科医の紹介や脳の異常なのかと言った議

論が取り上げられ、中高生のネット依存について、自然体験キャンプ

などの対策を講じる自治体もあると承知している。 

 本市の学校では、情報教育として、ネット上のいじめなどの情報モ

ラルに加え、ネットに夢中になる危険性について、公益財団法人公衆

電話会から５年生に寄贈された「子ども手帳」を活用したり、中学校

では、通信業界や向日町署から講師を招いて学習したりするなど、発

達段階に応じて指導をしているところであり、保護者にも情報モラ

ル等の授業を参観していただいている。 

 さらに、昨年度には、ネット依存を防ぐ、文部科学省等作成の児童

生徒用啓発資料を、小学６年生全員に配布の上、指導するとともに、

京都府・京都市教育委員会及び府警本部の三者で作成した保護者向

け啓発資料を全家庭に配布したところである。 

 引き続き、府教育委員会とも連携しながら、児童生徒に対しては、

スマホ・ケータイ等の利用のルールとマナーを学び、ネット依存を防

ぐ指導に努めるとともに、保護者への啓発を行ってまいる。 

 併せて、議員ご指摘の体験活動の充実については、次年度から実施

される新しい学習指導要領の中でも重視されているので、体験活動

を通して、児童生徒の生きる力の育成に努めてまいりたい。 

 

 

【教育長答弁】 

ＢＭＸとは、バイシクルモトクロスの略で、１９７０年代にアメリ

カの子どもたちが自転車でモトクロスを真似たことから始まったと

されている。我が国においては、１９８２年に初めてのＢＭＸのチー

ムが結成され、１９８４年に全日本ＢＭＸ連盟が発足している。 

ＢＭＸ競技は、２００８年の北京オリンピックから採用されてい

る、大小さまざまな起伏があるダートコースを走り、順位を競う「Ｂ

ＭＸレース」と、ジャンプやトリックなどの技の難易度・独創性・オ

リジナリティを採点方式で競う「ＢＭＸフリースタイル」の大きく２

種類に分けられる。 

ＢＭＸは、近年、都市型スポーツとして若者に人気が高く、議員ご

紹介のとおり、東京オリンピックで「ＢＭＸフリースタイル・パーク」

が正式種目に決定され、日本人選手の活躍もあり、注目が高まってい

る。 

現在、国内でのＢＭＸ競技人口は数千人程度と推計されており、こ

れから競技人口の増加が期待される競技である。 

 また、２年後に開催されるワールドマスターズゲームズ２０２１

関西大会においても、ＢＭＸが競技種目となっており、大阪府岸和田

市が開催地として、同市の施設である岸和田競輪場に隣接する「サイ
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（ 杉 谷 伸 夫 ）  

平 和 を 願 い 取 り 組 む

市 民 と の 共 同 に つ い

て  

行 政 の 支 援 に つ い て  

 

 

 

 

クルピア岸和田」を会場に競技が行われる予定である。 

同施設については、平成２３年４月にＢＭＸコースがオープンし、

日本競輪選手会大阪支部が立ち上げたＮＰＯ法人が、同コースを管

理・運営されており、併せて競技大会の主催や初心者向け自転車教室

を定期的に開催されるなど、ＢＭＸ競技の普及に努めていると伺っ

ている。 

また、同施設の施設利用料や自転車、ヘルメットなどのレンタル品

は無料であり、土・日・祝日以外に平日の夕方にも開設されており、

利用者の拡大にも努めている。 

 議員ご紹介のとおり、昨年１２月、京都府向日町競輪場内に、ＢＭ

Ｘの練習施設「サイクルパーク京都」が設置され、開設日となってい

る土・日・祝日には、親子連れをはじめ、多くの方が利用されている

と聞いている。 

こうした中で、人気が高まっているＢＭＸ競技を広く市民の皆様

に知っていただき、自転車競技を地域スポーツとして活性化するこ

とについては、スポーツへの関心を高め、子どもの体力・運動能力の

向上をはじめ、本市のスポーツ振興につながる意義ある取組である

と考えている。 

先ほど申した先進地である岸和田市の取組が参考になると考える

が、「サイクルピア岸和田」が市の施設であるのに対し、「サイクルパ

ーク京都」は京都府の所有する向日町競輪場に設置されている施設

であり、状況が異なっている。 

自転車競技による地域スポーツの活性化について、「サイクルパー

ク京都」が設置されている向日町競輪場の所有者である京都府が、Ｂ

ＭＸ等の振興についてどのように考えておられるのかが重要であ

り、まずはお考えをお聞きする必要があると考えている。 

議員提案の、京都サイクルクラブやサイクルパーク京都と連携す

るなどして、自転車競技を地域スポーツとして活性化することにつ

いては、来年開催される東京オリンピックへの関心が一層高まる中、

本市のスポーツ振興に寄与する時宜を得た取組であると考えるが、

本市の意向だけでは実現するものではないので、まずは、連携の前提

となる、ＢＭＸ等の振興や施設の活用について、向日町競輪場を所有

する京都府の意向を聞いてまいりたい。 

 

【教育長答弁】 

教育委員会では、後援名義の使用許可は、「教育、文化、体育、学

術研究等に関する催物事業」を対象としており、事業の趣旨に賛同

し、その開催にあたって教育委員会の名義をもって、事業を実施する

団体に対し、後援しているところである。 

後援を許可する基準としては、「国及び地方公共団体が主催、共催

又は後援する事業」、「公共的団体が主催する事業」、「向日市民の教育

文化等の向上に寄与するもので公益性のあると認める事業」、「教育

委員会の施策の推進に寄与すると認められる事業」などを対象とし
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（ 日 本 共 産 党 議 員 団  

北 林  智 子 ）  

子 育 て 支 援 に つ い て

修 学 旅 行 の 補 助 金 に

つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている。 

しかしながら、「営利を主たる目的とする事業」や「特定の政党又

は、宗教に関わる団体等が、主催又は共催する事業」、「政治的活動又

は、宗教的活動と認められるもの」、「公序良俗に反し又は、反すると

認められる事業」、「その他後援することが不適当と認められる事業」

などについては、後援しないものとしている。 

質問の事業については、市民の方の自主的な取り組みであり、申請

によると、その趣旨は、「世界中の子どもたちが、平和に、幸せに生

きられる社会をとの願いをこめ、６０人の絵本作家の原画を一堂に

集めて、子どもも大人も一緒に楽しみながら、平和や憲法について、

考えるキッカケにしたい」というものであり、「向日市民の教育文化

等の向上に寄与するもので公益性のあると認める事業」に該当する

ものと考えていた。 

 しかしながら、当該事業では、「子どもの本・九条の会」が著者で

ある「戦争なんか大きらい！絵描きたちのメッセージ」と題する書籍

の販売もあり、その書籍の中で「改憲反対の声をあげ、その仲間をふ

やして」との記載があり、国政上議論がわかれている憲法改正につい

て、教育委員会が後援することにより、特定の立場を支持すると受け

取られ、政治的な中立性が担保できないこと、また、団体の規約や名

簿などの確認ができず、事業を実施する団体として不明瞭でもあっ

たことから、後援することが適当と認めるに至らず、申請に沿うこと

ができなかったところである。 

 

【部長答弁】 

本市の修学旅行補助制度は、昭和４３年度に４，５００円でスター

トし、改定を重ねつつ、平成元年度からは１万円を補助してきたとこ

ろである。 

しかしながら、平成１８年１月の向日市補助金等検討委員会最終

報告において、修学旅行補助金は段階的削減から廃止とされ、同年９

月の向日市財政健全化計画では補助金全般について、公平性の観点

から抜本的に見直しを行うとともに、社会経済情勢の変化等により、

必要性、効果が薄れたものについては廃止・縮小・統合を行うことと

したところである。 

さらには、平成１９年８月の行政評価・事務事業評価で、修学旅行

補助金については、経済的に困難な世帯には別途助成が行われてい

ることから、終期を定めて廃止としたものである。 

このようなことから、平成２０年度から８，０００円に、平成２１

年度から６，０００円に削減しつつ、平成２２年度から廃止に至った

ものである。 

 議員お尋ねの修学旅行補助金の復活について、経済的に就学が困

難なご家庭に対しては、就学援助制度において修学旅行費の全額支

給を行っており、全ての児童生徒が修学旅行に参加できる機会を確

保しているものである。 
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（ 日 本 共 産 党 議 員 団  

常 盤 ゆ か り ） 

学 校 給 食 に つ い て  

リ フ ト 等 の 設 置  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 別 計 画 に つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本市においては、昨年度から開始した中学校給食において、事業開

始までのイニシャルコストとして多額の予算を費やしたが、これか

らも事業運営のためのランニングコストや就学援助費など、多額の

経費が必要となるところであり、今後、老朽化が進む各学校施設の長

寿命化を図るための大規模改修や、増改築などにおいて、さらに多額

の財政負担も想定されるところである。 

 厳しい財政状況の中、限られた財源を効果的に配分し、経済的に困

窮されている家庭に対してのセーフティネットである就学援助制度

を優先したいことから、全てのご家庭に対する補助金の復活は考え

ていない。 

 

【部長答弁】 

教育委員会では、中学校給食の実施に当たり、配膳室から教室まで

の円滑な配膳方法について、これまでからリフトなどの設置を含め、

さまざまな検討を行ったところである。 

しかしながら、リフトの設置など建物の増築や改築を行う場合に

ついては、建築基準法第６条の３に定める構造計算適合性判定を行

い、判定結果によっては改めて耐震診断を実施するなど、増改築部分

だけでなく、建物全体の見直しが必要となり、全ての建築基準関係規

定の適合を図るためには相当な時間と経費がかかることから、直ち

にリフトを設置することは見送ったところである。 

本市の３中学校の校舎については、相当老朽化が進んでいること

から、今後、給食のためのリフトの設置だけに限らず、これからの時

代に対応した学校施設にどのような機能が求められるかと言った観

点を含め、学校施設のあり方について中長期的な見通しを持って検

討していかなければならないと考えている。 

【教育長答弁】 

本市では、平成２８年度に、向日市公共施設等総合管理計画を策定

し、市が保有又は管理する公共建築物及びインフラ施設の現況把握

と課題の分析により、今後の維持管理や更新に関する基本的な方針

を定め、将来の公共施設の在り方に関する方向性を示したところで

ある。 

同計画の中で、学校教育系施設については、「個々の施設の長寿命

化、ライフサイクルコストの縮減を図るととともに、児童生徒数の推

計や教室の利用状況、他の公共施設の老朽化状況等を踏まえ、複合

化・集約化を含めて更新について検討する」こととしている。 

 また、文部科学省が各自治体に求めている学校施設の個別計画で

は、点検により劣化、損傷等の老朽化等の状況を的確に把握するとと

もに、改修等の優先順位や予算の平準化、中長期的な維持管理等に係

るトータルコストの縮減等を加味した計画を策定し、効果的効率的

に長寿命化を図るものとされている。 

 本市における学校施設については、対象施設の建物総数が４１棟

で、留守家庭児童会を合わせると４７棟あり、老朽化も進行してお
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給 食 費 の 無 償 化 に つ

い て  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り、その状況把握に相当の時間を要していること、また、将来の児童

生徒数の推計には、北部地域等の人口増加が影響することから、その

状況を注視してきたが、ようやく落ち着いてきたことから、できる限

り最新情報をもとに推計に反映させるため、当初の計画より時間を

要しているところである。 

本市、学校施設の個別計画については、施設の保有量や将来の更新

コスト等、本市における現状と課題の整理を行い、学校施設の長寿命

化や改築等にかかる計画の作成に向け、作業を進めているところで

あり、できる限り早く完了したいと考えている。 

【市長答弁】 

学校給食費については、学校給食法及び同法施行令において、学校

給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運

営に要する経費のうち、運営に係る人件費や施設設備修繕費につい

ては設置者が負担し、それ以外の経費を保護者が負担するとの原則

が定められており、多くの自治体において、人件費、施設費等につい

ては設置者が、食材料費については保護者がそれぞれ負担されてい

るところである。 

本市においても同様であり、学校給食費の無償化を実施するには、

小学校の給食費の年額４８，４００円と中学校の給食費の年額５４，

４５０円に、本年９月１日現在の小学校児童数２，９９５名、及び中

学校生徒数１，４８０名を掛け合わせた合計金額約２億２，５００万

円が、本市経費負担額になるものと試算される。 

本市においては、これまでから、学校給食費にかかる保護者負担の

軽減を図るため、小学校では、生活保護制度や本市就学援助制度に基

づく補助を実施してきたところであり、昨年度から実施した中学校

給食においても、小学校と同様に就学援助等を行い、今年度は当初予

算において約１，２６０万円を計上し、全ての子どもたちが学校給食

を喫食できるよう取り組んでいるところである。 

また、議員ご指摘の府内で給食費無償化を実施している自治体に

ついては、いずれも人口が減少している自治体が主に少子化対策、定

住・転入の促進を目的に実施されており、近年人口が増加した本市と

は状況が異なることから、本市施策の参考とはならないものと存じ

る。 

さきほど申し上げたように、給食費の無償化については、多額の経

費負担が必要となることに加え、先日、北林議員にもお答えしたとお

り、昨年度から開始した中学校給食において、ランニングコストとし

て、今年度当初予算に約１億円を計上しており、また、今後、老朽化

が進む各学校施設の長寿命化を図るための大規模改修や、増改築な

どにおいても、さらに多額の財政負担が想定されるから、給食費の一

律無償化については考えていない。 

 次に、国や京都府に対して、保護者の教育費負担軽減を実施するよ

う要望することについて、京都府の見解として、「給食費の無償化に

ついては、全ての市町村で一律に給食費の無償化を実施することは
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（ 要 望 ）  

中 学 校 給 食 に つ い て 、

現 場 の 声 を 聞 き 、現 在

の 状 況 を 知 る た め に

生 徒 や 教 職 員 を 対 象

と し た ア ン ケ ー ト 調

査 を 実 施 し て 欲 し い 。 

 

（ 日 本 共 産 党 議 員 団  

丹 野  直 次 ） 

災 害 に 強 い ま ち に つ

い て  

ブ ロ ッ ク 改 修 に つ い

て  

 

 

 

 

 

 

指 定 避 難 所 の 整 備 に

つ い て  

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の制度上想定されておらず、就学援助費としての位置づけや財

源負担の問題については、国において適正に判断すべきであり、京都

府としては、国に対して、給食施設に係る補助制度及び栄養教諭配置

の拡充などを強く求めていきたい。」と、府議会の中で答弁された。 

 また、全国市長会においても、子どもの就学支援として、保護者の

教育費負担軽減のため、学校給食費の公費負担のあり方について検

討するよう、すでに国に対して提言されているところである。 

このような状況に鑑み、本市としては、国や京都府に対して現時点

で財政支援の要望を行うことは考えていない。 

なお、先程も申し上げたとおり、給食費については、生活保護制度

や就学援助制度に基づく補助を実施しているところであり引き続

き、全ての子どもが学校給食を喫食できるよう図ってまいりたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【部長答弁】 

平成３０年６月に発生した大阪府北部の地震の発生後、京都府乙

訓土木事務所の協力を得て、早急に調査を行い、建築基準法等で定め

る基準を満たさないブロック塀を特定するとともに、緊急性の高い

ブロックについては、緊急工事として、平成３０年中に除去を行って

きたところである。 

その他のブロック塀については、平成３０年度国の臨時特例交付

金の繰越しを行い、第４向陽小学校、第５向陽小学校、第６向陽小学

校、勝山中学校においては、夏期休業期間中を中心にすでに施工を終

えている状況である。 

また、残る第２向陽小学校は、１０月末に完了する予定で、現在施

工しているところである。  

指定避難所のトイレ整備の進捗については、整備計画の４年目を

迎える本年度末で、３５か所中、２９か所で洋式化への整備が完了す

る予定である。 

指定避難所に必要な基準は、 

・被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模のものである

こと。 

・速やかに被災者等を受け入れ、または生活関連物資を配布するこ

とが可能なものであること等となっている。 

本市の公民館には、１階に被災者等の受け入れが可能な会議室等

があり、エレベーターを使わずに、高齢者等の要配慮者を優先的に１
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階に滞在させることが可能であるが、桂川氾濫の水害時を想定した

場合、森本公民館のみが浸水のおそれがあり、２階への垂直避難のた

めにエレベーター等が必要となる場合がある。 

しかしながら、森本公民館をはじめ、いずれの公民館も建築後３５

年以上を経過していることから、建物の構造に与える影響や、スペー

スを確保しなければならないことなど技術面等で課題があることか

ら、十分検討する必要があり、現時点で計画を作成することは、困難

であると考えている。 
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○質疑 

【教職員出退勤管理システム】 

 教職員出退勤管理システムとはどのようなシステムか。 

 

 出退勤システムは市販の時刻管理ソフトシステムを購入し、職員室にあるパソコンにイ

ンストールしたものである。 

 

 各教職員のパソコンについているということか。 

 

職員室にある管理用のパソコン１台にソフトを入れているため、各学校職員室に１台ず

つである。 

 

 出勤し、着替えてから初めて職員室に入ったときが出勤時刻になるのか。 

 

 運用については、出勤してすぐにカードリーダーをかざすよう指導している。 

 

 そのシステムを導入されてどれくらいたつのか。導入してから何か効果はあったのか。 

 

 昨年６月から運用を開始し、３か月の試行期間を経て、９月から本格的導入をした。前

年度の比較では、例えば、月１００時間を超える人数が特に中学校では減ってきている。 

 

 勤務時間を把握するためということは、残業時間を減らすことが目的だと思ってよいの

か。 

 

長時間労働の削減を目標としている。 

 

 教職員の時間外勤務については、給特法に基づくものだと考える。現在、国会にも３万

２千分の署名が寄せられている。現職の教員の心の病や自ら命を絶ったり、突然死したり

することが大きな話題になっている。 

今後、教員の多忙化に注目し、早期に改善をしていただきたいと思うが、この給特法に

ついての見解などお聞きしたい。 
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給特法は、国が定めているため、注視している。 

 教育委員会においても様々な取組をしている。 

一つは出退勤管理システムの導入で、教職員が自分の勤務時間というものを非常に意識

するようになり、自分の勤務時間を確認し、縮減していくか考える糧となっており、効果

があったと考えている。管理職から勤務時間を意識してどのようなことで時間を取って、

どのようなところで時間をつくっていくかということを教職員全員で話し合いをし、会議

を縮減したり、行事を削減したり、全体的に取り組んでいく中で、意識改革が進み、効果が

出ていると思っている。 

 

 圧倒的に教員の数が足りないと思うので、教員採用試験の拡充を求めていただきたい。 

また、保護者の対応や学校の業務が日々積み重なって教員も疲労していると感じており、

その辺を意識して取組の検証を進めていただきたい。 

 

出退勤システムについて、教員は子どもたちを迎えてあいさつするため校門の前に７時

４５分くらいから立っているが、本来の出勤時間は８時３０分と聞いた。出勤が早い教員

も７時１５分、３０分に来ている。この朝の出勤に対してどう考えているのか。 

 

教員一人一人にそれぞれ生活スタイルがあり、朝にあいさつをする教員がいるのは確か

だが、教室で迎える教員もいる。そのあたりは学校での話し合いの中でローテーションを

組むなど工夫している 

 

８月は授業がないと思うが、中学校の８月平均時間外勤務数が３６時間とかなり多い。

原因は何か。 

 

 中学校の８月は、部活動が多いと思われる。小学校は研修などもしており、夏の間にや

りたい仕事が溜まっている教職員もおり、８月中にまとめてやっている。 

 

 残業の定義は難しく、労働基準法から判断するには、自主的にするものは業務命令上の

残業にならない。そのあたりどう把握されているのか。 

 

 教員の職務は自発的、創造的業務であり、給特法では超過勤務は職員会議など限定４項

目に限られている。 

それ以外は自発的勤務ということで、それを総体的に評価し、４％ということになって

いる。しかし、今回の働き方改革の中では在校時間を把握し、在校時間自体を縮減してい

くという考え方である。 

 

【中学校給食について】 

 今年の１月２１日から中学校給食開始し、大変ありがたく思っている。しかし、例えば、

寺戸中学校配膳室の生徒用出入口が一つしかなく、混雑している。 
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また、食事時間が１５分で短いが、配膳に時間がかかったり、食事時間も生徒によって

違うと考える。完食していない生徒が３分の１いると聞いており、これでは食育になって

いるのか疑問に思うとともに、残食が多いのは食事時間の短さなどの原因ではないかと考

えるがどうか。 

リフトが設置されたら配膳時間が短縮され、教職員の負担も軽くなると現場からお聞き

している。リフトの設置と食事時間の検証についてお聞きしたい。 

 

 リフトの設置について、現時点では特に何も確定していない。大規模改修やコストの問

題などがあり、当面はリフトの無い状態での中学校給食を推進している。 

リフトがなくてもスムーズにいくよう運用しており、生徒にも混乱なく行われていると

認識している。 

食事の時間については、準備時間や食べるのが早いクラスもあるが、だいたい２０分く

らいの食事時間を取っている。 

 他市町も視察したが、少なくともリフトのある学校、無い学校の中学校給食の現場等見

に行く中で特にリフトあれば長くなり、無ければ短くなるということはなかったように認

識している。 

 

リフトの設置について、学校施設の長寿命化等と一度耐震化された学校施設の改修を今

後どうするのかお聞きしたい。 

 

学校施設を今後どうしていくかについては全体的に検証する必要があると思っている。特

に小中学校の施設にはかなり古い建物もあるので、現場の状況について老朽化度合いも含

めての詳細な調査を行っている。その中で今後の児童生徒数も踏まえながらどのようにし

ていくか現在検証中であり、計画の中で検討していきたいと考えている。 

 

 学校給食について、アンケートを取り現場の生の声を集約していただきたいと思うがど

うか。 

 

 アンケートについては、今年度実施したいと考えている。実施時期等については、今後

学校とも相談しながら決めていきたい。 

 

【食中毒防止対策について】 

 食中毒防止対策について、学校給食の関係者の保菌検査、食材検査が実施されているが

どういう内容であるか。 

 

 事務報告等に載せている保菌検査については、現場に入る市の職員について、月２回の

検便検査を、食材の検査については年１回、府から指定される食材の検査を行っている。

委託先の調理員等についても月２回の検便を行っている。 
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 抜き打ち検査は行わないのか。 

 

 委託先の会社で抜き打ち検査はやっている。 

 

 そのデータは随時確認されているのか。今日まで問題はなかったのか。 

 

提出されたものを確認している。これまで特に問題はなかった。 

 

 食中毒の防止について、一般細菌・雑菌が増える温度帯があるが、民間であれば、ご飯が

炊きあがればすぐに急速冷却で温度を下げて雑菌が繁殖しないようにしている。急速冷却

器はあるのか。 

 

 真空冷却器はある。 

 

 それはどのような作業で、またどの食材に対して使用するのか。 

 

 和え物調理を行う際に、一度加熱した食材を真空冷却器で温度を下げてから和えるとい

う工程を取っている。 

 

 民間では外部の研究所などに検体検査を依頼し、献立に対して雑菌等のデータを出して

もらうが、学校給食において検討しているのか。 

 

検査等については保健所の指導に基づき実施している。国の基準と考えに則った衛生対

策を行っている。 

 

調味料について無添加ではないのか。化学調味料の使用についてはどうか。 

 

調味料については、安心安全な食材を選ぶことからなるべく無添加の物を使うようにし

ている。 

市の食中毒防止対策については、府や国の衛生基準で充分加熱を行っている。それにつ

いても、１カ所ではなく、３か所の検温をするなど確認を取っており、大腸菌等は死滅し

ていると考えている。 

 

 給食をサンプルとして残し、後にそれを検査するということはないのか。 

 

 保健所の指導で毎日サンプルを取っており、２週間保存している。 

 

そのデータは生かされているか。 
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 サンプルについて、マイナス２０度以下で２週間保存するという規定があり保存してい

るが、これらは食中毒等が起こった時の原因究明という意味で残しているため、日々の検

査は行っていない。 

 

【個別計画について】 

個別計画について、施設の保有数や将来の更新コストと本市における現状と課題の整備

を行い、学校施設の長寿命化や改築等に係る計画の作成に向けた作業を進めているとのこ

とであるが、具体的にどういったものか。 

 

試算については、ライフサイクルコストを考えている。ライフサイクルコストとは建物が

生まれてから撤去するまでのコストであり、大規模改修と改築等を視野に入れた試算であ

る。 

  

【不登校児童生徒について】 

 主な不登校の原因と対応についてお聞きしたい。 

 

 本市の不登校の状況については多種多様な状況である。情緒的な部分もあれば、家庭の

事情もあり、学校としても教育相談部会等を開きながら個々にどのような対応を取ってい

くか検討をしたり、家庭訪問をしたりしている。 

 

 小学校で５０日以上欠席した児童は中学校に進学しても引き続き欠席になるのか。 

 

 不登校改善のきっかけも様々で、小学校ではクラス替え、環境の変化、学年替わりだけ

でも変わってくる。一概には言えない。 

 

 中学校で数が増えている、卒業された後の状況をつかんでいるのか。 

  

進路状況については、今年度就職等１名、高校・通信制も含めて進学しているが、高校等

に通えているかのデータはない。 

 

高校にも通えず、引きこもり状態になった場合はどこが対応するのか。 

 

 府の引きこもり支援事業があり、中学校卒業後は、学校や教育局と連携を取りながら支

援を要請することは可能である。 

 

 市が関わる場合は市民サービス部になるのか。 

 

そうである。 
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 社会的にも引きこもりの問題は非常に大きな課題であり、初期の対応が非常に大事であ

る。教育委員会でも初期対応をお願いしたい。 

 

【研究指定について】 

府の委託事業で、土曜日を活用した教育の在り方実践研究事業やオアシス校とあるがど

ういったものか。 

 

 土曜活用事業とは、例えば、勝山中学校が土曜日を活用し学習をしており、消耗品費を

充てている。 

 オアシス校は、乙訓教育局が独自に指定し、行っている事業であり、人的支援をいただ

き、例えば、第５向陽小学校が、国語の指定でオアシス校になっているが、学校で研修を

する際、乙訓教育局から担当の指導主事に国語の指導について指導していただいたり、研

究内容について示唆していただいたりしている。 

 

土曜活用は教材費に使用、オアシス校は人的支援ということでいいのか。 

 

そのとおりである。 

 

【小学校体育館について】 

 体育館の扇風機について、あるところとないところがある、どうなっているのか。 

 

大型扇風機や冷風機については、各学校の要望に基づいて整備している。向陽小学校は

要望がなかったが、今後、学校の意向も聞きながら検討していきたい。 

 

 要望がなくとも必要なものであり、導入をしていただきたい。 

また、向陽小学校の体育館の鍵が壊れていた。学校から要望がなくても修理すべきでは

ないか。各小学校にもこのような事例があるかもしれないので点検していただきたい。 

 

 向陽小学校体育館の鍵は、確認し修繕させていただく。 

 

【通学区域弾力化について】 

 小学校だが、学区制から選択制の導入を検討されているのか。 

 

 本市の小中学校においては基本学区制をひいている。ただし、新小学校１年生、新中学

校１年生については希望校制度を設けており、一定の枠があるが、選択が可能となってい

る。 

 

【特別支援教育指導員について】 

 特別支援教育指導員について、現在、第２向陽小学校と第５向陽小学校に配置されてい
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るが、他の学区の児童ならこの学校を選択できるということか。 

 

特別支援教育指導員は京都府の人的配置である。同じような働き方をする特別支援教育

支援員というものを本市でも独自に全小中学校に現在２４名配置している。 

 

支援員も指導員も全く同じ位置づけということでいいのか。 

 

同じ働きをしている。 

 

 特別支援教育支援員の資格や配置基準は市町村が定めるのか。 

 

定めてはいないが、学校長の推薦、又は市からの推薦を受けたものとなっている。 

 

推薦をしているのか。 

 

面接をしている。資格については特に聞いていないが、教員免許を持っている者がほと

んどである。 

 

働いている者は全て臨時職員なのか。 

 

 臨時職員である。 

 

【会計年度任用職員制度について】 

臨時職員は来年度から施行される会計年度任用職員制度に移行されるのか。 

 

 その方向になると思われる。 

 

留守家庭児童会の指導員に関しても当てはまるのか。 

 

 留守家庭児童会の指導員についても会計年度任用職員の制度の中で検討していきたいと

考えている。 

 

 検討と言われた、外れることがあるのか。 

 

制度の中で検討すると答えさせていただいた。そこから外れるということではなく、制

度の中で検討していくということである。 

 

【災害復旧について】 

 災害復旧に関して、勝山中学校ブロック塀の改修工事と寺戸中学校体育館屋根の防水改
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修工事の見積額は部内で算出したのか。 

 

勝山中学校ブロック塀について、危険ブロックにあたるため府の単価を使用している。 

寺戸中学校体育館の屋根については、防水が特殊であるため、防水メーカーから見積書を

徴取し、基準額をかけて設計単価にした。 

 

 ブロック塀については１社のみが応札し、予定価格を超えていた。寺戸中学校は最低価

格に到達しない応札が多く、単価の設定の仕方が適切ではなかったのではないか。 

 

落札業者によると、勝山中学校は地形の起伏があり、高めの入札になったと聞いている。

寺戸中学校は見積徴取した時点が災害発生時であるため需要が高く、掛け率が高くなった

が、設計時より発注の時間がたっており、通常の単価に戻ったのが原因である。 

 

業者に依頼した設計費用は、国の災害復興予算として計上されないのか。 

 

災害復旧について業務委託料は対象外である。 

 

寺戸中学校体育館の防水工事契約金額が３，３００万円、決算では１，３００万円とは

どういうことか。 

 

 寺戸中学校体育館防水工事は、一部翌年度に繰越を行ったためである。 

 

契約の段階で何回かに分けて支払うということであり、まだ支払いが終わっていないの

か。 

 

終わっていない。 

 

 勝山中学校も同様、まだ支払いが終わっていないものが入っているのか。 

 

 勝山中学校のブロック塀は、翌年度に全額繰越を行った。 

また、体育館東側にあるコンクリートブロック塀のみ至急撤去し、その分のみ計上して

いる。 

 

 地震は保険適用外と聞いているが、体育館は火災保険等の適用はされているのか。 

 

 保険等は適用されていない。 

 

 どういう考え方か。 
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 災害時に市有物件の確認をしたが対象外ということである。 

 

小学校の投てき板撤去費用に第３向陽小学校だけが入っていないのは何故か。 

 

 第３向陽小学校はすでに撤去しているためである。 

 

寺戸中学校体育館シルバークール業務委託料とは何か。 

 

シルバークールとは屋根の材質の名前である。 

 

 災害復旧と関連するのか。 

 

 この調査業務については、体育館のアリーナにシルバークールの破片が落ち、授業がで

きないため調査した。 

 

 災害復旧と多少関連していたということか。 

 

 原因の一つであると考えている。 

 

【小学校の登下校の安全について】 

小学校の登下校の安全について、高校生が猛スピードで坂を下ってくる。このようなこ

とに対して指導はどうか。 

 

 状況は把握している。交通安全対策協議会からも同様の意見があり、高校には交通安全

を担当している課がお願いに行っている。必要なら教育委員会としても一緒にお願いに行

く。 

 

【蔵書盗難廃棄問題について】 

 宇治市等で図書館の蔵書の大量投棄があったが、本市図書館での管理はどうか。 

 

 今回の投棄図書の中に本市の蔵書は含まれていなかったが、対策を取った。書架の配置

換え等により死角をなくし、見回りを増加した。また、挨拶や声かけも効果があると言わ

れており実施している。 

 

【五塚原古墳の発掘調査について】 

埋蔵文化財について五塚原古墳の発掘調査が新聞に載っていたが、現在何割ほど調査が

進んでいるのか。 

 

 寺戸大塚は、昭和３０年代以降に大学による発掘調査が行われ、前方後円墳の丸い方に
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委員 
 
 
 
事務局 
 
 
 
委員 
 
事務局 
 
委員 
 
事務局 
 
委員 
 
事務局 
 
 
 
 
委員 
 
事務局 
 
 
委員 
 

も四角い方にも石室があるという形で重要度について分かっている。追加として向日市が

発掘調査を行ったが、これは史跡指定を受けるために範囲を確認するための必要最低限の

発掘調査である。 

 五塚原古墳については、平成１３年から大学と協働で発掘調査を実施した。石室につい

ては史跡指定後の発掘調査で、それ以上は遺跡を破壊する恐れがあると言うところで調査

を中止している。今回、全国的にも一番古い石室ということと、初めて遺物が出土し、弥

生時代終わりから古墳時代にかけてのものだと分かった。また、古墳の形や出土した土器

からも古墳時代の初期であることが分かった。 

  

新聞では、西暦６００年代の白鳳時代に起きた地震で堆積物が積もり、その１ｍ下に銅

鏡があると書かれていた。それ以上発掘しないのは、現在の技術では石室が風化するから

か。 

 

 はり湖山周辺には、白鳳時代創建の宝菩提院廃寺が所在し、その関係遺物が古墳の発掘

調査からも出土している。鏡については、出土していない。今後は、しっかりとした計画が

ないと新たな発掘調査は難しい。 

 

風化させない技術はあるのか。 

 

 完全な風化させない技術はない。 

 

 恵解山古墳のように綺麗になるのか。整備した後も発掘調査はできるのか。 

 

 整備後の発掘調査はほとんど事例がない。 

 

今後、発掘調査は行われないのか。 

 

 史跡として指定された場合、一定文化財としての保存ができているという認識である。 

 先ほど「整備後の発掘調査事例はない。」と言ったが、静岡県の登呂遺跡などは五十年

以上前に整備された史跡を検証のため新たに発掘調査された例がある。 

 

【副読本について】 

放射能副読本について、どのような扱いをしているのか。 

 

副読本の扱いは教科書を学ぶ上での補助教材であり、本市の学校では授業での活用をし

ていると聞いていない。教員研修に使っている。 

 

 配布しておらず、扱いは学校に任せているということか。 
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 基本的にはそうである。現在のところ使用するとは聞いていない。 

 

使用するときは学校から連絡が入るのか。 

 

配布時に校長にそのように説明している。 

 

【五塚原古墳の出土品の保管方法について】 

 五塚原古墳の出土品の保管方法はどのようなものか。 

 

 出土した土器は洗い、専用の糊状の土器強化剤を含侵して大切に保管している。 

 

価値のないものはプラケースに入れているのか。 

 

すべてコンテナと呼ばれるプラスチックケースに入れて保管している。 

 

 価値のあるものが出てきても同じ扱いか。 

 

 本来は桐箱が良いが、本市の場合は全てコンテナで保管している。 

 

 風化はそれ以上しないのか。 

 

 須恵器、土師器についてはほとんど風化しない。風化しやすい土器は糊状の土器強化剤

を含侵させ、鉄製品・木製品もそれぞれ専用の樹脂を含侵させ風化が進まないようにして

いる。 

 

採決 － 挙手多数 － 可決 

 

議案第６４号 向日市民体育館条例の一部改正について 

 

 
委員 
 
事務局 
 
 
委員 
 
事務局 
 

○質疑 

 利用料金は誰でも同じ金額なのか。 

 

 アマチュア以外のプロスポーツの場合で営利を目的とする場合は、この表の２０倍で、

そこから減免している。 

 

 ２０倍はハンナリーズとして他の体育館と比べ利用しやすいのか。 

 

 利用しやすくなるようにしている。 
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 特に向日市の体育館だけが料金が高く、使いにくいということはないのか。 

 

 京都府・京都市とは基準額や面積も違い、当然料金も違う。一概に同じ金額体系になっ

ていない。 

 

 市外の人は２倍になる、料金表はあるのか。 

  

この金額の２倍になると別表の備考に記載している。 

 

 トレーニングルームの利用料金はどうなっているのか。 

 

現在は市内の方、市外の方一律３００円であるが、今後別料金の設定を考えている。 

 

 この金額に消費税がプラスされるのか。 

 

条例では、１００分の８の金額を割り戻した基本額を設定しているので、トレーニング

ルームについても同じ考えである。 

 

 今回は市外の方の料金改定はないということか。 

 

市外料金の設定があり、基本額を改定することにより、その金額の２倍になるので、市

外の方も消費税分は改定される。 

 

 天文館の入館料は今後どうなるのか。 

 

 現在、入館料が２００円であり、消費税改定分が４円となるので今回は見送った。 

 

 採決の前に反対意見を述べたい、消費税分がこれまでの利用料金に上乗せされるのは市

民の負担が増すばかりであり、反対する。 

 

 採決 － 挙手多数 － 可決 

 

議題第６８号 令和元年向日市一般会計補正予算（第３号） （所管分） 

 

 
 
委員 
 
 

○質疑 

【幼稚園について】 

 幼児教育の保育料等は、一人当たりの上限が２５，７００円であり、市内にある３幼稚

園もこの中に含まれるのか。市外の幼稚園に通っている園児も同額か。 
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 そのとおりである。 

 

保育園の場合は、給食費を４，５００円負担しないといけないが幼稚園も同じか。 

 

 幼稚園によって給食に係る費用は異なるが原則自己負担である。低所得者、第３子以降

については副食費を補助するということで補正予算として計上している。 

 

【トイレ改修について】 

 学校整備の交付金とはトイレ改修ということか。今後の計画をお聞きしたい。 

 

 現在のところ新たな計画はないが、老朽化に伴い修繕が必要な箇所については適宜修繕

を行っていく。 

 

 改修した後は洋式化していくということか。 

 

 洋式化していく方向で考えている。 

 

採決 － 挙手全員 － 可決 

 


